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1. はじめに 

 タスクフォース会合・リモートセンシング分科会（以下、TF）では、23の学会から参加を

いただいて、衛星による地球観測の将来計画に関する様々な案件に関するボトムアップの議

論を行い、提言や幹事会声明を出してきた。最近では、「我が国の地球観測の将来計画に関す

る提言」が 2015年 9月に出された。このような活動や学術会議地球観測小委員会、文科省地

球観測戦略コミュニティにおける議論を通して、コミュニティとして、何を科学的課題とし

て追求するか、どのような衛星観測システムが重要かに関するメッセージが出始めた。TFで

は、現在、内閣府をはじめとする各省庁・関係機関に、このようなボトムアップ提案の説明

に回っている現状である。 

 さて、今後、早急に議論するべき課題は、世界 55機関で 131の地球観測衛星計画が企画さ

れている状況の中で、重要な科学的課題と日本の強みを活かした有効な我が国の衛星計画と

国際連携を構築してゆくことである。宇宙基本計画の新工程表には「水循環変動観測衛星」

の後継機の検討項目がやっと加えられたものの、相変わらず、「その他のリモセン衛星」の将

来計画は空白のままであるため、具体的に、これらの将来像を描くことが非常に重要である。

世界でも、目下、2020-2040年期の地球観測計画が盛んに検討されている。 

 そこで、TFのワーキンググループの一つである「地球科学研究高度化ワーキンググループ」

では、ボトムアップで議論してきた科学提案と、世界の地球観測計画を分析することによっ

て、具体的に、何が足りないのか、何が冗長なのか、時期も鑑み何が日本貢献として重要な

のか、国際分担はどうあるべきかを検討した。そのために、地球観測衛星のハードウェアと

サイエンスの両面に深い知見を持つ有識者に集まっていただき、本報告書を作成した。 

 

地球科学研究高度化 WG 

中島映至・本多嘉明 
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2. 総論 

下田陽久、中島映至、本多嘉明、笠井康子、若林裕之、中村健治、高橋暢宏、杉本伸夫、今須

良一、操野年之、江淵直人 

 

 地球観測センサは高分解能センサと中分解能のグローバルセンサ、静止軌道センサに分け

られる。このうち高分解能センサは更に光学センサと SAR に、中分解能センサはシステム観

測（監視）、すなわち主に基本気候変数（Essential Climate Variable: ECV）を対象とする

センサと、プロセス研究を対象とするセンサに分かれる。なお、以下では触れないが、これ

らのセンサは地球科学だけではなく、地図作成、地質調査、減災、インフラ監視、農業、林

業、漁業、気象予測、森林火災、火山爆発、更には公衆衛生等多くの実利用分野でも利用さ

れている。 

 高分解能光学センサでは、分解能と観測幅がトレードオフの関係にある。観測頻度を上げ

ようとすると、観測幅を広げることになるが、データ伝送レートの制約などから分解能はそ

れほど上げられない。また、この分野では国（地域）が開発するセンサと商業衛星が存在す

る。商業衛星が主として高分解能に特化して価値を高めようとしているのに対して、国が担

当する分野は、商業化が難しい広観測幅や高頻度機能を提供する必要がある。このような衛

星計画には Landsat、Sentinel-2、我が国の先進光学衛星の計画がある。Landsatは 15/30m、

Sentinelは 10mの分解能で持ち、観測幅はそれぞれ 180km、290kmとなっている。一方、我が

国の先進光学衛星は 0.8/3.2mの分解能、70km観測幅を設定している。この選択は、欧米が目

指すオープン・フリーなデータポリシーを持つ衛星より分解能で優り、観測幅で劣っている。

今後の方向としては、観測頻度を上げるため、より広観測幅とするか、あるいは、複数衛星、

海外との協力などを考慮すべきではないかと思われる。 

 SAR に関しては、他国の SAR が C あるいは X バンドであるのに対し、現在唯一の L バンド

SAR は我が国の PALSAR2 のみである。今後、米国が NISAR に L バンド SAR を搭載する計画で

あるが、我が国としては今後とも L バンド SAR に傾注すべきであろう。L バンドの分解能は

電波の制約から現在ほぼ限界に達しているが、観測幅の拡大、S/N、S/Aの改善等が求められ

る。 

 中分解能センサでは、我が国の技術的優位性を保つのが第一の戦略であるが、加えて、新

規技術への挑戦も必要である。全球光学センサでは、米国が MODISの後継として NPP及び JPSS

搭載の VIIRS、欧州が Sentinel-3及び、METOP-SGの METimage、3MIのシリーズがある。これ

らに対して、GCOM-C1の SGLIは近紫外チャンネルの搭載、高分解能、偏光観測機能の搭載な

どの面で上回っており、より高性能な後継センサを継続的に上げていくことにより、優位性

を継続できる。また、これを中心としてより多くのセンサによる同時観測を目指すコンステ

レーションも重要な選択肢になっている。 
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 マイクロ波放射計はイメージャとサウンダに分かれる。前者は高分解能、及び様々な周波

数での観測を行うのに対して、後者は主として気温と水蒸気の鉛直分布の導出に特化した周

波数で観測する。イメージャに関しては、米国に SSM/IS、GMI、欧州に METOP-SGの MWIの計

画があるが、我が国 AMSR-2の性能が圧倒的に高い。この分野でも継続性が極めて重要なため、

AMSR-2 後継機の早急な打ち上げが必要である。更にこの優位性を継続するため、較正の高度

化、アンテナの大型化等が期待される。サウンダに関しては、米国の ATMS、METOP の AMSU、

METOP-SGの MWS等が有り、我が国に開発実績が無いことも踏まえ、海外センサーの利用戦略

が良いのではないかと思われる。 

 雲・降水レーダは我が国が優れている分野である。降水レーダは我が国のみが保有する技

術で有り、降水の 3次元観測、陸域の高精度観測などを成功させてきた。これらは気象・気

候・地表面の監視の観点で継続することが国際的にも要望されており、後継機の開発が必要

である。また、気象庁が数値気象予報に取り入れたことを考慮すると、観測幅の拡大、小型

降水レーダのコンステレーションによる観測頻度の増大などが期待される。雲レーダに関し

ては、NASAについで 2機目の開発であるが、ドップラー観測機能の付加、アンテナ開口の

拡大等により、最高性能の雲レーダを開発している。今後は 3次元雲レーダの開発が期待さ

れる。また、この分野では、雲、降水レーダの同時搭載が求められているが、太陽同期か非

同期かなど、軌道の問題もあり、更に議論が必要である。 

 ライダに関しては、現時点で成功しているのは米国だけで有り、CLIPSO搭載の CALIOP 及

び ISS 搭載の CATS が運用されている。何れもエアロゾル観測を目的としたミーライダであ

る。その他、米国では、ISS搭載樹高観測ライダの GEDI 及び氷床観測用の IceSat-2が計画さ

れている。欧州では風観測用のドップラライダ、ALADIN/ADM-Aelous とエアロゾル観測用の

EarthCare 搭載 ATLID が計画されている。我が国では MDS 搭載 ELISE が開発途中で開発打ち

切りとなり、その後計画がなかったが、現在 ISS搭載 MOLIの研究が始まっている。ライダは

重要な宇宙技術で有り、我が国としてもこの機会を逃さず、MOLIを開発すると共に、今後の

ドップラライダ等の開発も進める必要がある。 

 大気化学センサは 1970年代から成層圏オゾン層破壊と気候変動の監視を目的として世界各

国で数多くの衛星が打ち上げられた。これらの多くは寿命を迎え、軌道上において現存して

いるのは、カナダの SciSAT 搭載 ACE、米国 AURA 搭載 MLS、スエーデン・カナダの Odin 搭載

SMR/OSIRIS 衛星である。世界的な今後の動向は大気汚染監視に向いており、AURA 搭載 OMI、

TES 及び NPP 搭載 OMPS が運用されている。今後の計画では、JPSS-1 及び 2 に OMPS が搭載さ

れる予定の他、24時間の日変化がモニタできる静止衛星が中心となってきている。米国では

静止衛星搭載大気化学ミッションとして TEMPO、欧州では MTG に Sentinel-4、アジアでは韓

国の GEMSが 2018〜2019年の打ち上げを予定している。また、低地球軌道（LEO）衛星におい

ては欧州 ESA が気象衛星シリーズとして Sentinel-5P、その後、METOP-SG に IASI-NG と
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Sentinel-5を打ち上げる予定である。我が国では、ILAS、ILAS2、IMG、SMILES等、90年代末

から 2000年代初頭にはオゾン層破壊観測を主目的としたセンサが実績を上げてきたが、アジ

アの大国であるにも関わらず大気汚染実態把握に関する打ち上げ計画に予算配分されていな

いのが現状である。今後、我が国としては、センサの小型化による多数展開や静止軌道の利

用により、時空間的に細やかな汚染大気の実態把握と予測を行って行くべきである。 

 温室効果ガスセンサに関しては、我が国が GOSAT 搭載 TANSO-FTS で最初の専用センサを開

発し、二酸化炭素（CO2）及びメタン（CH4）の観測で、高精度を達成している。その後米国で

OCO2 が上がり、OCO3も ISS搭載で計画されている。欧州では CarbonSatが採択されず、CNES

が microCarbの開発を計画している。それに対し我が国は、GOSAT-2の開発を開始しており、

更に後継機が続く予定である。海外のセンサをみても、GOSATの性能が最高であり、今後も海

外衛星の標準となり続けると思われる。GOSATにより、二酸化炭素とメタンの気柱量やクロロ

フィル蛍光の観測が可能であることが世界で始めて実証され、世界的に唯一、６年以上の衛

星データが取得されている。今後、全球光学センサとの組み合わせで炭素循環の理解がより

進展すると期待される。将来の開発要素としては、観測ポイント数の増加、更なる S/N の増

加などがある。赤外サウンダに関しては、米国が NPP、JPSS に CrIS、欧州が METOP の IASI、

METOP-SG の IASI-NG が計画されており、長期の観測が可能となっている。わが国でも GOSAT

の TANSO で赤外観測可能ではあるが、海外に比べて観測点数が圧倒的に少ない。今後検討す

るのであれば、静止衛星用であろう。 

 マイクロ波散乱計に関しては米国の ADEOS 搭載 NSCAT、ADEOSII 搭載 SeaWinds、QuikScat

搭載 SeaWinds、ISS搭載 RapidScatの Kaバンド散乱計、欧州の METOP搭載 ASCATの Cバンド

散乱計が運用中である。欧州では更に METOP-SG に ASCAT 後継の SCA が搭載される予定であ

る。これ以外にはインドが Oceansat-2に Kaバンド散乱計を搭載したが、運用中止となった。

インドは今後も Kaバンド散乱計を上げる予定である。欧州の散乱計は棒アンテナを用いるた

め、観測幅が狭いが、米国、インドは回転式のパラボラを用いているため、1日でほぼ全球の

観測が可能である。今後も欧州、インドで最低 2 機の散乱計が運用されれば、実用的な地球

観測システムが構築されると思われ、我が国での新たな開発の優先順位は低いと思える。 

 高度計に関しては、JASON シリーズの精度が高く、更に今後も継続する計画であるため、  

高精度観測には問題が無い。更に、若干精度は落ちるが欧州の Cryosat2、Sentinel-3の SRAL

等が有り、直下型高度計の観測システムは充実している。一方、合成開口技術を用いた面（2

次元）で観測する高度計の開発が行われている。米国は SWOT を 2020 頃打ち上げの予定で有

り、我が国でも COMPIRA の研究が行われている。観測幅はそれほど大きくないが、漁業等に

は有効利用される可能性がある。 

 重力観測に関しては NASAの GRACEが大きな成果を上げた。今後、後継機が計画されている

が、将来的にはより精度の高い重力観測が行われると思われる。現時点で我が国には重力観
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測の経験はほとんど無いが、将来の高精度観測に必要な要素技術は有しているため、将来的

には国際共同開発の可能性もある。 

  GPS 掩蔽に関しては、台湾と NOAAの共同により、12基の衛星が打ち上げられる予定であ

る。このほか米国、欧州の一部の衛星にも搭載される。気象庁もこれらのデータを使用する

ため、我が国としても、一部の衛星に搭載すべきではないだろうか。 

 静止衛星は、連続観測という周回衛星にはない特性を有している。全球をカバーするため

には 5 基程度の衛星が必要で有り、我が国ではひまわりがその国際分担の役割を果たしてい

る。気象観測に関しては、WMOが高性能イメージャ、赤外サウンダ、雷センサを推奨している。

このうち高性能イメージャに関してはひまわり 8号が、世界初の搭載衛星となった。この後、

米国の GOES-R、欧州の MTGも同様のセンサを搭載する予定である。しかし、サウンダと雷セ

ンサはひまわりに搭載されておらず、今後の開発が必要である。一方、気象以外の分野では、

高分解能光センサ、マイクロ波イメージャ、ミリ波、サブミリ波観測、降水レーダ、大気化

学センサ等の要望が挙がっている。中国は静止気象衛星を予備機１機を含めて常時３機運用

しており、韓国でも 2011年以降、静止気象衛星を運用しており、その他、インド、ロシアも

静止気象衛星を運用していることから、アジア・オセアニア地域に 関しては、世界的 によ

り充実した観測網が維持できることが期待される。この観点でどのような国際分担をするか

の国際議論が必要である。 

 以上の分析から得られる結論と提言をまとめる。 

地球観測センサは、社会に貢献するために社会的使命をもつ観測と、地球システムの未解

明課題に挑戦する研究に資する科学的観測を併せて行ってきた。例えば、地球温暖化などの

気候変動問題では、その科学的解明と対策のために、継続的な観測は欠かせない。 

本分析結果から、我が国がリーダーシップをとって観測を継続すべきセンサと新たに取り

組む価値のあるセンサや基礎技術が浮かび上がってきた。 

我が国が優位性をもって継続すべき（国際的な責務もある）センサとしては、広幅観測の

高分解能光学センサ、Lバンド SAR、中分解能センサ、マイクロ波イメージャ、（雲）・降水レ

ーダ、温室効果ガスセンサ、大気化学センサが挙げられる。また、新たに取り組むべきもの

としては、ライダ、高度計などのセンサ技術が挙げられる。静止気象衛星は日常の気象予報

に定着している一方で高分解能化・多チャンネル化の流れが加速すると考えられため、高機

能化を図りながら継続して観測するべきである。さらに、低軌道衛星でのみ可能であった技

術もその進展と効果を考慮したうえで静止衛星への移行も検討すべきである。センサの小型

化は重要な技術課題であり、GPS のように多数の衛星に搭載することにより地球科学に貢献

することは可能であるが、センサによっては原理的に小型化が不可能なものもある。それぞ

れのセンサの国際社会での優位性・有用性や我が国の衛星戦略における重要性の詳細につい

ては各論を参照されたい。 
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これらのセンサによる観測を実施することを提言する。これらを組み合わせて 2020 年〜

2040 年期の衛星開発のロードマップを早急に作るべきであるべきである。我が国の体力と世

界からの期待に対応するためには、２〜３年に１機の打ち上げ努力が必要である。 

これらの計画を持続可能にするためには、小型化等により開発コストをこれまでの 8 割程

度に抑えることや、JAXA以外の資金の活用および国際協力ミッションの更なる推進が必要で

ある。また、このような長期計画にとって衛星の長寿命化の努力が重要である。TRMMは 17年

を超えて運用している実績がある。 
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3. 各論の要点 

以下、各論で得られた要点をまとめる。 

 
(1)高解像センシング 

・ 高解像度センサは精細なデータ取得が可能であるため、多目的なミッションを有する。 

・ 森林や氷河などの把握においては、高解像度データは不可欠のものとなっている。 

・ 世界各国で、災害、安全保障、農業などの利用を継続的に実施するために整備計画が立て

られているが。衛星の寿命が５年から 10年程度に延びていることもあり、2020年代の計

画はこれからである。 

・ オープン・フリーデータを供給する衛星として、Landsatや Sentinelが登場している。 

・ 観測頻度の向上は農業利用を中心として強い要望が出されており、重要な仕様となってい

る。 

・ 超小型や小型の衛星を多数用いることによて、観測頻度を向上させるプロジェクトがいく

つかの民間企業で進められている。 

・ 解像度を高くした場合、刈幅が小さくなるため、観測頻度が低いことが問題となるが、コ

ンステレーションや衛星の組み合わせによって解決されている。どのような観測システム

を開発するかは、各国の戦略が問われるところである。機数、コンステレーション、高刈

幅化の組み合わせを議論する必要がある。 

・ 実利用においては、地球科学上の社会実装が求められる。最も細かいスケールのデータ利

用として、最も産業に近い場所に位置する。とりわけ、農業、国土管理、地域防災、社会

基盤は有力な適用分野である。 

・ 光学センサ技術については、パンクロマチック及びマルチスペクトルを基本構成とし、

目的に合わせたバンド追加が行われている。 

・ 熱赤外観測を行うセンサは多くはない。波長数を非常に多くしたものとしてハイパースペ

クトルセンサがあるが、現時点では実証目的段階にある。 

・ 光学センサの刈幅を広くするためには軸はずし三枚鏡方式、分解能を高めるためにはコル

シュ方式が採用されている。 

・ 三次元情報はステレオ視によって得られるが、全球の標高データベースが整備されつつあ

るので、災害時の地形把握や気候変動に伴うデータベースの更新が主目的になりつつある。

機能のフル実装、低解像度実装、短基線実装、複数機実装などを比較検討する必要がある。 

・ 大型光学望遠鏡で静止軌道から観測することで常時観測が可能であり、コストと利便性の

面で戦略検討を行う必要がある。 

・ 合成開口レーダ（SAR）技術では、高分解能化、広観測幅、多偏波観測、複数衛星を使用

した干渉 SARとしての性能向上が考えられる。 
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・ 日本に期待されている SARはその実績から Lバンド SARであり、Lバンド帯で使用可能な

帯域 85MHzが高分解能化の制限となる。衛星進行方向については衛星視線方向とのアスペ

クト比を考慮してアンテナサイズを決定し、さらなる高分解能化はスポットライトによっ

て実現する。森林モニタリングや干渉 SARによる地盤変動の観測継続、極域の海氷や氷河

の高分解能モニタリングなどにおいて期待が大きい。 

・ SAR によって広い観測幅を実現するためには、従来は衛星視線方向のアンテナビームを

切り替えることによって観測幅を分割する方式(SCANSAR)が使われてきたが、衛星進行方

向の分解能が低下するという問題があった。次世代の SAR においては、衛星進行方向の

分解能を犠牲にしないディジタルビームフォーミング技術(DBF)によるアンテナ多ビー

ム化が新技術として期待される。 

・ SARの多偏波観測は、観測対象の散乱メカニズムを把握するために有効な観測手段である。 

・ 将来の高分解能衛星は、高品質データと高頻度化がキーワードとなる。そのため、基幹衛

星と小型衛星の組み合わせが好ましい。 

・ 基幹衛星のデータ量は増大方向にあるため、データダウンリンクも含めた宇宙システムと

しての検討が必要である。 
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(2) 全球光学イメージング 

・ 気候変動影響の顕在化の把握と対処が人類社会の共通の目的であり、そのためには、地球

システム統合モデルが必須であり、その性能向上には主要気候変数（ECV）の長期継続観

測値が必要不可欠である。 

・ ECVの取得には全球光学センサでは不可能な高空間分解能、高波長分解能の光学センサが

不可欠であり、我が国の全球光学センサは世界最高水準にある。 

・ 世界の全球光学センサの多チャンネル化、高解像度化が進んでいるが、この方向性は我が

国のGLIなどの全球光学センサが作ったといってもよい。 

・ 全球光学センサは、全球気候変動監視、全球陸域生態系監視、陸域の熱赤外観測などに役

立つ。学術的な分野では、生態学、水産学、海洋学・海洋生態学・生物地球化学、大気（雲、

エアロゾル）、雪氷学（積雪、海氷）など実に多岐に渡って役立つ。そのために欧米諸国

は、途上国との国際問題や地球環境問題における国際的主導権を確保のためにも、全球光

学センサによる継続的な観測を計画している。 

・ アクティブセンサ、マイクロ波センサなどの観測データとの複合的な観測は、地球システ

ム統合モデルの飛躍的な進展に繋がると期待される。従って、積極的複数衛星運用（Jト

レイン型：別途資料１参考）による観測を実現する戦略が重要である。その中心機能を全

球光学センサ搭載衛星が備えることで、このような観測分野で世界最先端を目指すことが

できる。 

・ 地球システム統合モデルの高精度化に資する長期観測が必要である。 

・ 積極的複数衛星運用による詳細データが物理量（クロロフィル蛍光、形質、高精度バオマ

スなど）の精度を飛躍的に向上させることが期待できる。 

・ 恒常的な地表面温度観測は、大規模森林火災、植物の水ストレス、農業生産や公衆衛生の

支援情報などに役立つ。 

・ 海洋環境と生態系の時空間的変化、資源管理に資する情報を取得し、持続可能な水産資源

の利用につなげることが必要である。 

・ 生物多様性・窒素循環などの課題に大いに役立つ情報が得られる。 

・ 気候変動予測において最大の不確定要素となっている雲の詳細観測が重要である。具体的

には、雲種別分布とその量、雲成長プロセスの解明に繋がる雲特性変化の詳細観測などが

必要である。 

・ 地球の放射収支において不確定性を有している大気中微粒子（エアロゾル）の分布とその

量、種類の観測、雲成長プロセスへの影響過程の解明に繋がるエアロゾル観測が重要であ

る。 
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・ 近年の地球温暖化に伴いグリーンランド氷床のアルベド低下と融解域の拡大が進行して

おり、長期継続した極域雪氷の監視と北極海氷融解との関連解明が重要な課題となってい

る。 

・ 我が国の地球観測資産を考慮すると、積極的複数衛星運用（Jトレイン型：別途資料１参

考）の実現に向けて我が国が主導的役割を果たせると考えられる。全球光学センサ工程表

に示すように2030年までは世界最高水準のGCOM-Cシリーズの継続で長期継続観測を実現

し、その中で積極的複数衛星運用の基幹衛星および随伴衛星の製造技術を育成し、運用技

術の試験開発を行う戦略が有効である。 

・ 静止衛星軌道の地球観測（気象観測を含む）と光データリレー衛星と積極的複数衛星運用

を実現し、アジア諸国の参加を促し、日本の宇宙ビジネス拡大に貢献する。 
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(3) 全球マイクロ波センサ 

・ イメージャ、サウンダは成熟したセンサとなっており、その現業利用のために、米国、ヨ

ーロッパ、ロシア、中国でシリーズ化されつつある。 

・ 日本の AMSR、AMSR-E、AMSR2シリーズは世界最高水準の性能を有している。 

・ AMSR2 の高い空間分解能と 6、7GHzチャンネルはユニークかつ貴重である。 

・ 近い将来のセンサの大きな変更は考えにくい。より大型あるいは周辺メッシュ型アンテ

ナ、受信機の小型化など、AMSR2の改良型を目指すべきである。 

・ 低周波（L バンド、P バンド）の放射計は土壌水分や海面塩分濃度の測定に有効であり、 

・ 開発研究を進めるべきである。AMSR2 後継の一部としても考えられる 

・ 地球気候と環境変動の検出では、長期にわたる安定したデータが必要である。このため、

校正は非常に重要である。日本では AMSR 以来、地道な努力が積み重なっており、これは

強みである。しかし、他のマイクロ波との相互校正は遅れている。マイクロ波イメージャ

コンステレーションを主導するならば、この方面の努力が必要である。 

・ コンステレーションに寄与できる小型マイクロ波放射計も開発すべきである。 

・ 1台の観測では不十分である。観測頻度を上げるために、各国のマイクロ波放射計（イメ

ジャー）のコンステレーションを前提とすべきである。これは精度の高い地球環境データ

を得るためとともに、短期予報、防災にとっても重要である。 

・ コンステレーションのコア（reference standard）として AMSR2 後継機を位置づけるこ

とが適当であろう。 

・ 大気観測では太陽非同期軌道が望ましいが、この場合は極域とくに北極海が観測できな

くなる。また他のマイクロ波放射計との相互比較のためには、コア衛星は太陽非同期軌

道上の方が同時観測が可能となり良い面がある。。 

・ しかし、これまでの観測の継続、極域の観測を考えると、これまで通りの太陽同期軌道が

適当であろう。大気は小型マイクロ波放射計を含めたコンステレーションによることが適

当であろう。 

・ 大きな流れとしてモデルとの融合がある。特に素過程についてはモデルによる研究が不可

欠である。 

・ サウンダについては日本は遅れているが、従来型のサウンダは成熟しているので新たに参

入することは適切ではなかろう。 

・ 静止軌道からのイメージャを開発目標として挙げておくべきである。 

・ イメージャは大気については降水レーダ、雲レーダとのトレイン観測が望ましい。 

・ ミリ波・サブミリ波は対流圏の氷雲、水蒸気の観測のフロンティア技術として期待がかか

る。受信機の小型化などに向けて開発を進めるべきである。 

・ ミリ波・サブミリ波の静止軌道からの観測は将来に向けての大きな開発目標となる。 
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・ 掩蔽法（GNSS occultation）の受信機開発は大きな開発要素は無く、また国際協力により

成果が期待できるので開発を進め、各種の衛星に搭載すべきである。 
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(4) 降雨・雲レーダ 

・ 降水レーダも雲レーダも TRMM(1997-2015)、GPM(2014-)、 EarthCARE(2018- )において技

術的に世界をリードしており、特に降水レーダの技術的は成熟している。 

・ これらのミッションは日米・日欧、または国際的な連携で実施しているが、中心センサ（レ

ーダ）は日本に依存しており、将来的にも日本への期待が高い。 

・ TRMM や GPM 搭載の降水レーダは全球の降水推定、特にマイクロ波放射計の推定精度の高

精度化に大きく貢献し、それが全球降水マップ（GSMaP）の実現と利用拡大に結びついた。 

・ TRMM、GPM観測は、全球スケールの降水観測データの標準として気候研究、科学研究に既

に広く利用されている。 

・ 降水と雲に伴う非断熱加熱は、大気大循環を決める基本要素のひとつであり、RMM/PR に

より初めて 3次元潜熱加熱推定が実現された。 

・ 雲レーダによる技術は EarthCARE において世界初のドップラー速度観測の実現を目指し

ているが、将来的にもドップラー速度観測、偏波観測の技術開発は必要になる 

・ 雲レーダ技術は、現在、米国の NASA/JPL（CloudSat）と日本のみが技術を有しており、地

球温暖化に伴う放射収支の評価のためにも継続観測が日米に期待されている。 

・ 現在、最新の技術を衛星搭載降水レーダに応用するだけで、GPM搭載レーダの倍の走査幅

でかつ 10倍から 100倍の感度は達成可能である（DPR-2）。 

・ 降水観測ミッションの１つの方向性は、TRMM-GPM と続いた成熟したレーダ技術をベース

に小型化・低価格化を実現することであり、海外展開が期待できる。 

・ GSMaP の降水推定をマイクロ波放射計から、将来の高機能レーダによる推定へ転換するこ

とにより高精度化に実現でき、防災・農業・公衆衛生などのニーズに応えられる。 

・ 将来は静止衛星にレーダを搭載する技術も実現可能となり、宇宙からの常時観測により現

業気象予報モデルへの直接的な入力値としての利用も実現できる可能性がある。 

・ 人工衛星搭載の雲・降水レーダによる観測は、地球温暖化問題などにおける雲・降水の全

球情報の標準となり、数値気候モデルとともにこの分野の研究を支えることができる。 

・ 数値モデルへのレーダデータ同化は技術な難しさがあったが、最近では GPM/DPRの同化も

気象庁の数値予報で利用され始めており、さらなる発展が期待される。 

・ 地球温暖化により今後増加が予想される極端気象（豪雨・スーパー台風・洪水・干ばつな

ど）の監視や予測にとって、衛星からの雲・降水の観測は欠かせない。 

・ 地球の放射収支の評価において、生成条件や環境場により大きく放射特性が変化する氷晶

（雪結晶）等の観測には、EarthCARE 等の継続的な雲レーダ観測が必要である。 

・ 米国では Decadal survey に向けて 3 周波レーダを搭載した Cloud and Precipitation 

Processes Mission（CaPPM）の検討を進めている。これは、気候予測に大きなインパクト

がある雲からの降雨生成プロセスを主目的しているが、日本としても、CaPPMへのレーダ
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提供等による参画等を視野に入れるべきである。 

・ 雲レーダと降水レーダ等の融合は、衛星観測による従来型の物理量推定から、物理量を組

み合わせた素過程の診断への発展を可能にする。数値気候モデルの評価においても、「パ

フォーマンス志向」から本質的に物理素過程を検証する「プロセス志向」への変化が見ら

れ始めた。 

・ 雲・降水レーダの組み合わせは、雲放射加熱と降水潜熱加熱の双方を同時に推定可能にす

るため、気候学研究に非常に有用である。 

・  
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(5) ライダ 

・ 宇宙からのライダ観測はスペースシャトルによる 1994 年の LITE に始まり、氷床高度の

測定を目的とした GLAS/ICESat(米 2003-2010)、雲・エアロゾル観測を主目的とする

CALIOP/CALIPSO(米 2006-)へと引き継がれてきた。現在、CALIOPと宇宙ステーション搭載

大気ライダ CATSが運用中である。 

・ CALIOP は約 10年を経過した現在でも良好な観測を継続し、従来、短寿命と考えられてい

たライダ観測技術に革新をもたらした。その利用は、雲・エアロゾル研究に大きなインパ

クトをもたらした。 

・ CALIOP に続き、風観測ライダ ALADIN/ADM-Aelous (欧)、雲・エアロゾルライダ

ATLID/EarthCARE (欧日 )が計画されている。また、 GLAS/ICESat の後継として

ATLAS/ICESat2（米）が計画されている。 

・ CALIOP の後継が必要とされる中で、雲・エアロゾル・放射観測ミッションが計画されて

いるが、それ以降の計画は具体化していない。 

・ GLAS は植生観測にも利用されたが、植生観測を主目的として、ISS 搭載植生ライダ MOLI

（日）と GEDI（米）が進行している。MOLI は近接するマルチビームを用いて地面の傾斜

を推定し、樹高やバイオマスの計測精度を向上するユニークなライダである。 

・ MOLI はライダによる宇宙からの地球観測の日本の最初のミッションとなるもので技術的

観点から重要である。MOLI は大気観測の機能を持たないが、後継ミッションで後方散乱

ライダとしての大気観測機能を持たせることは可能であり、植生観測と同時に CALIOP の

後継としての役割も果たすことが期待される。 

・ コヒーレント・ドップラーライダによる風の３次元測定や差分吸収ライダによる二酸化炭

素などの温室効果ガスの測定についてもライダ手法の利点が期待され、米国、欧州、日本

で技術的な検討が進められている。 
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(6) 大気化学 

・ 大気中に存在する微量成分の衛星観測はこれまで、オゾン層破壊、地球温暖化、大気汚染

などの地球環境問題の現象実態把握とそのプロセスの理解のために行なわれることが多

く、常に国際的施策と共に歩んで来た。 

・ 1970 年代後半からオゾン層破壊の問題が発生すると、TOMS, GOMEなどの衛星直下視型の

可視紫外分光観測が盛んに行われ、これらにより「オゾンホール」が捉えられた。1987年

のモントリオール議定書成立後はプロセス研究が盛んになり、太陽掩蔽観測センサ（可視

紫外、赤外、マイクロ波）によるオゾン破壊物質の衛星観測の黄金期を迎えた。ESA の

Envisat衛星搭載の MIPAS, SCHIYAMACHY、NASAの AURA 衛星搭載の MLS, カナダの SciSAT

搭載 ACE、米国 AURA搭載 MLS、スエーデン・カナダの Odin搭載 SMR/OSIRIS衛星など世界

で 20 を超える。また、NPP搭載 OMPSが運用されている。今後の計画では、JPSS-1及び 2

に OMPS が搭載される予定である。 

・ オゾン層破壊現象の観測センサにおいて、わが国では ADEOS 搭載の ILAS（赤外掩蔽）、 

ILAS-II（赤外掩蔽）、IMG, 国際宇宙ステーション搭載の SMILES（サブミリ波）、など 4

機のセンサ技術を保有している。いずれも分光スペクトルの美しさ（縦軸横軸のキャリブ

レーション精度など）では世界トップ技術を誇る。 

・ その後、日本は世界でもいち早く温暖化問題に舵を切り、地球温暖化では CO2、CH4 を観

測する GOSAT衛星を 2009年に世界で初めて打ち上げた。熱赤外バンド（TIR）と短波長赤

外バンド（SWIR）の両バンド搭載は GOSATだけである。 

・ 大気汚染施策について、現在、世界では国連環境計画(UNEP)の主導のもと、世界各国の首

脳クラス、環境大臣級会合とともに短寿命気候汚染物質削減のための気候と大気浄化の国

際パートナーシップ（CCAC）施策が進んでいる。  

・ 世界では米国 NASAの AURA搭載 OMI（可視紫外 Nadir）、 TES（赤外放射 Nadir）、 ESAの

Envisat搭載 SCHIYAMACHY（可視紫外近赤外 Nadir-Limb）が科学観測衛星として汚染大気

観測の先鞭をつけた。今後の計画では、JPSS-1 及び 2 に OMPS が搭載される予定である。 

・ 今後の計画では、24 時間の日変化が観測できる静止衛星が主流である。米国では静止衛

星搭載大気化学ミッションとして TEMPO（可視紫外近赤外）を 2018年に、欧州では Meteosat 

Third Generation satellites搭載の Sentinel-4、アジアでは韓国の GEMS（可視紫外近

赤外）が 2018〜2019年の打ち上げを予定している。 

・ LEO においては欧州 ESA が気象衛星シリーズとして Sentinel-5P、その後、METOP-SG に

IASI-NGと Sentinel-5を打ち上げる予定である。 

・ 大気汚染衛星観測分野では我が国は大きく遅れており、打ち上げ計画に予算配分されてい

ない。国際宇宙ステーションミッション uvSCOPEが存在するのみである。 

・ 今後、我が国としては、小型センサの多数展開や静止衛星などを利用し、時空間的に細や
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かな汚染大気の実態把握と予測をしていくべきである。 

(7) 温室効果ガス 

・ 二酸化炭素(CO2)の衛星観測は、熱赤外バンド（TIR）による上空濃度観測が最初である。

その後、短波長赤外バンド（SWIR）による鉛直平均濃度観測が行われた。両バンド搭載は

GOSAT だけである。 

・ CO2、 メタン(CH4)に特化した衛星は GOSATが世界初である。続いて OCO-2（ただし CO2の

み）も観測された。 

・ GOSAT は、データ数は少ないが、圧倒的な高精度観測により、他国衛星の校正規準となっ

ている。今後も、S/N向上などによりトップ精度を維持、サングリント以外の海上、低照

度の高緯度への観測域の拡大等を進めて行く必要がある。 

・ GOSAT の最大の目標は、亜大陸規模での CO2発生・吸収量推定の誤差の半減であり、一部

地域ではこの目標をすでに達成している。 

・ GOSAT は、太陽光励起クロロフィル蛍光(SIF)を初めて捉えた。 

・ 他国の計画がメガシティー域からの CO2排出量監視に重点を置く中、GOSAT-2 は、それに

加え、陸域生態系による CO2吸収量の把握を目指すべきである。SIF の利用、陸域生態系

モデルの高度化）などの同時利用が我が国の強みになると考えられる。 

・ GOSAT と GCOM-C、 GCOM-W など日本の他の衛星との複合利用により、SIF、渇水ストレス

(WST)、熱放散(PRI)などの植物生理生態学情報を総合的に得ることにより、GPP、NPP 推定

の高精度化が期待できる。 

・ 炭素同位体(13C)などの測定により、人為・自然起源の CO2の分離を目指す。 

・ GOSAT-2では、雲域回避用ダイナミック（インテリジェント）ポインティングなどの新技

術が導入される。 

・ さらなる新技術として、１次元・２次元のアレイ素子を用いたイメージング FTS(GOSAT-

I)、可動部の無いスタティック FTS(GOSAT-S)、静止衛星からの温室効果ガスの常時監視を

目指す(GOSAT-G)を検討すべきである。 
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(8) 静止衛星 

・ 静止衛星軌道からの地球観測は、特に衛星搭載の可視・赤外放射計による観測においては、

放射計の多バンド化、高解像度化、高頻度化の技術革新が遅れており、その用途が気象観

測に留まっていたが、近年の技術革新により、数年の内に、可視・赤外放射計のみならず、

赤外サウンダ及び雷検知装置等、低軌道の地球観測衛星で実現された技術が静止衛星軌道

で実現する。 

・ 静止衛星軌道からの観測により、高緯度地域を除く全球を観測するためには同じ仕様の衛

星を５～６機程度、等間隔に配置する必要がある。これに加えて、極軌道衛星による高緯

度地域での観測の重なりを利用することで、多バンド・高解像度・高頻度観測を全球で実

現することが可能となる。 

・ 高解像度、高頻度、多ビット数、多バンドなどの観測の高精度化に伴い、観測データ量が

飛躍的に増大することが予想され、衛星本体の観測仕様だけではなく、衛星から地上への

データのダウンリンクについても併せて検討する必要がある。 

・ 日本の静止気象衛星計画は、NASDA（当時）が静止気象衛星 GMS（Geostationary 

Meteorological Satellite）初号機を 1977年に打ち上げたことにより開始され、現行の

「ひまわり８号」は、2016 年中に打ち上げを予定している同一観測仕様の「ひまわり９

号」と共に、東経 140 度赤道上で相互バックアップの観測体制を確立し、2029 年まで観

測を継続する予定である。 

・ 現行「ひまわり８号」に搭載された高性能可視・赤外イメージャは、他の静止気象衛星運

用機関に先駆け、16 バンドの波長帯／500ｍ（可視）・2ｋｍ（赤外）の空間分解能を有

し、全球を 10分毎に観測することが可能となっている。 

・ 静止気象衛星による全球観測は、世界気象機関（WMO）が定めた全球観測計画のベース・

ラインに準拠した観測仕様の実現が求められており、2025年を指向した要求仕様では、

“高性能イメージャ（High-resolution multi-spectral Vis/IR imagers）” による観

測の継続と併せて、“赤外ハイパースペクトラル・サウンダー（IR hyper-spectral 

sounders）”及び“雷検知（Lightning imagers）”の搭載が期待されており、次期静止

気象衛星（「ひまわり１０・１１号」）での実現可能性についても、今後、検討が開始さ

れる予定である。 
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(9) 散乱・測地・重力・GPS 

＜散乱計＞ 

・ 米国では、QuikSCAT/SeaWinds (1999-2009) の成果を受け、2014年の ISS/RapidScat以

降、後継ミッションの計画はない。 

・ 欧州では、現業気象衛星 Metop シリーズに ASCAT 散乱計が搭載され、気象予報を主目的

とした観測が行われており、今後も後継ミッションが継続する見込みである。ただし、

ASCAT は観測幅が狭いため、時間サンプリングが足りないという欠点を持つ。 

・ インドでは、ScatSat が計画されている。米欧の研究機関の協力によって全球観測が実現

し、また観測データの質も著しく向上する見込みである。 

・ 中国では、HYシリーズに散乱計が搭載される。しかしながら、現在運用中の HY-2Aのデ

ータは一般研究者には入手が難しい。今後もデータの公開やその質には疑問が残る。 

・ 日本では ADEOS、 ADEOS-2 に NASA の散乱計 (NSCAT、 SeaWinds) を搭載した経験がある

が、独自開発・運用の実績はない。新たに独自開発に着手しても国際的な優位性を獲得す

ることは難しいと考えられる。 

・ ADEOS-2の成果などから、マイクロ波放射計との同時搭載は、研究利用・実利用の両面で

意義が極めて高いことが示されている。 

・ 現実的な方向性としては、米欧やインドなどとの国際協力により散乱計センサ提供を受

け、AMSRシリーズの後継機との同時搭載を目指すことが考えられる。 

＜高度計＞ 

・ 直下型タイプの高度計は、計測精度の向上と SAR による高解像度化を目指したもので

Cryosat-2（EU）、Sentinel-3（EU）、Jason-CS（EU/USA）などが計画されている。 

・ 干渉型タイプの高度計は、新技術である 2次元高解像度観測を行うもので SWOT（US/FR）、

COMPIRA（日本）などの計画がある。干渉型は、直下以外のある程度の観測幅を持つこと

ができるため大幅に時間空間解像度を向上させることができ、より高い時空間分解能を必

要とする漁業や沿岸海況監視等に利用が広がることが期待できる。 

・ 欧州や米国で開発運用されている直下型タイプを日本でゼロから開発するのは優位性が

持てない。 

・ これまで JERS-1 や ALOS-1/2 等で培ってきた日本のレーダ衛星技術を活用した干渉型タ

イプの高度計（COMPIRA/ SHIOSAI）に向けた技術開発を進めるべきである。 

・ 先行して開発が始まっている米国 SWOT ミッションと利用技術の開発や観測範囲について

連携して進めることが効果的である。 

・ 海面高度計は数値モデルを介した利用で最も大きな力を発揮するため、衛星ミッション単

体ではなく、日本が運用中のアルゴブイや船舶観測と共に海洋数値モデルで統合的に活用

するといった海洋統合観測システムとして構築するのが望ましい。 
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＜重力・測地＞ 

・ 現在稼働中の重力ミッションは双子衛星 GRACEのみで、GRACEでは L-L SST にマイクロ

波測距および電磁式加速度計が用いられている。 

・ 現在、2017年中の打ち上げを目途に、GRACEの後続ミッション（GRACE-FO)の準備が進

められている。 

・ GRACE-FOの後、2020年代には実現するであろうレーザー干渉計を用いた衛星重力ミッ

ション（仮に GRACE-Ⅱと呼ぶ）では、GRACEに対して 2～3桁の精度向上が期待されて

いる。 

・ 2020～2040年の時期では、重力ミッションの要素技術は、マイクロ波測距、電磁加速度

計から、レーザー干渉技術、原子干渉計へと移っていくものと予想される。 

・ 衛星の小型化や国際協力による複数衛星ミッションの連携が重要である。 

・ 我が国では、月重力場測定の経験はあるものの、地球での重力ミッションの経験が無い

ことから、すべて独自のミッション開発を実施することは必ずしも得策ではない。 

・ 一方、重力場測定で必要とされるレーザー干渉技術は、LISAや DECIGOなど、宇宙重力

波望遠鏡で必要とされるレーザー干渉技術と共通するもので、また、光衛星間通信も重

要な要素技術であるが、これらについては優れた技術を有している。さらに原子干渉計

についても、基礎的な研究が実施されている。 

・ 我が国では、これらの要素技術を利用し、国際協力のもとに地球観測への応用を探るこ

とが効果的と思われる。 

・ 重力場に限らず地球衛星観測データの高度利用にとっては、解析技術や数値モデリング

とともに、その根幹となる高精度な地球基準座標系の維持も重要である。1986 年に打上

げられた「あじさい」は、今なお世界の測距局から追尾観測が続けられており、もっと

も測距データの多い衛星の 1つである。 

・ 地球衛星観測で、地球基準座標系の恩恵を多く受けている我が国では、新たな測地衛星

の投入を含め、地球基準座標系への国際貢献も重要な課題の一つである。 

＜GPS＞ 

・ GNSS 掩蔽観測は我が国が獲得すべき小型・安価・高精度な地球観測計測技術であり、既

に気象庁により気象予測精度の改善に実利用されており、気象コミュニティ等から要望

されている。今後も COSMIC後継群の運用が予定されており、我が国の掩蔽観測への国

際的貢献が望まれる。 

・ 我が国の高精度電離圏計測技術は、COSPAR・URSI 傘下の国際標準電離層タスクグループ

からも要望されおり、その場観測との組合せによる高精度電離圏計測が可能となる

（SSA という観点でも重要）。 

・ 我が国の実現可能な小型・超小型衛星群ミッションとして、掩蔽観測と我が国の国際的
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に評価の高い電離圏計測技術による、海洋を含む地圏－大気圏－電離圏総合観測ミッシ

ョンが提案されており、気象予測精度向上、科学研究、地震前電離圏変動検証への貢献

が期待される。 

・ 情報収集衛星 10機体制下では、衛星システムの小型・超小型化が継続観測の唯一現実的

解と思われる。  
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4. 各論 

4.1. 高解像センシング  

若林裕之（日大）、土田聡（産総研）、岩崎晃（東大）井上吉雄、石塚直樹（農環研） 

 

 高分解能センサは光学および合成開口レーダ（SAR）に分類される[1]。前者は Ground 

Sampling Distance (GSD)が 1m以下の Very High Resolution (VHR)、それより GSDの大きな

High Resolution (HR)および中分解能のセンサ（ほとんどは Open＆Freeデータ用もしくは実

験衛星）に分けられる。後者は用いる電波の周波数でほぼ解像度が決まってくる（帯域も関

係する）。 

4.1.1. センサのミッション 

 高解像度センサは精細なデータ取得が可能であるため、多目的なミッションを有する。代

表的なミッションの例を下記に記す。実利用に重きをおくもの、地球科学に重きをおくもの

に分類されるが、互いに密接な関係があるため、単純に分離できるものではない。 

・基盤情報（土地被覆、地形、標高） 

・防災・減災（変化抽出、地盤変動、浸水、不法投棄）[2] 

・農林水産業（精密農業、食料安全保障、森林、漁業）[3] 

・エネルギー（地質、埋蔵量、資源管理、汚染監視） 

・気候変動（氷河、流氷、洪水）[4] 

・環境（沿岸環境、炭素ストック） 

 これらのうち、どのミッションに重きをおくかによって、センサの仕様が決定される。図

４．１．１に東日本大震災直後における高分解能センサによる観測実績を示す。そもそもミ

ッションの性質が異なるセンサを用いても、災害状況の把握には十分貢献できる。これが、

高分解能衛星センサの多目的なところである。一方、観測頻度やデータ入手時間などには改

善の余地がある。 

 高解像度データは精細な地表面情報を供給し、地球科学にも大きく貢献する。とりわけ、

高頻度でベースマップを作製することで、中解像度センサと相補的に理解を含めることがで

きる。例えば、森林や氷河などの把握において、高解像度データは不可欠のものとなってい

る。 
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図４．１．１ 東日本大震災直後の衛星観測 

 

図４．１．２ 高分解能衛星のサイエンスへの貢献 

 

4.1.2.  現状分析 

 これらのセンサは世界各国の宇宙機関および企業が盛んに運用しているため、すべてを列

記することは困難であり、代表的なものを議論する。また、長期整備計画についてはあまり

議論されていないのが現状である。ただし、災害、安全保障、農業などの利用を継続的に実

施するために、整備がなされている。解像度を高くした場合、刈幅が小さくなるため、観測

頻度が低いことが問題となるが、コンステレーションや衛星の組み合わせによって、解決さ

れている。 

 センサの開発にあたっては、ミッションを達成すべく、解像度（GSD）、情報量（波長数：光

学、偏波数：SAR）、観測波長、刈幅、回帰日数、観測頻度（姿勢マヌーバ）、三次元情報、機

数、などの性能が価格とともに検討される。 

 近年、Open&Freeデータを供給する衛星として、Landsat や Sentinelが登場し、前者は 16

日、後者は光学センサの Sentinel-2が２機で５日の観測頻度を達成している。これらのデー

タは陸域全域をカバーし、無料であるために、基本データとして利用することが期待される。

また、超小型や小型の衛星を多数用いることで、観測頻度を向上させるプロジェクトをいく

つかの民間企業が進めている。 
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 図４．１．３に高分解能衛星のロードマップを示す[5]。衛星の寿命が５年から 10 年程度

に延びていることもあり、2020年代の計画はこれからであるといえる。その時期に、どのよ

うな仕様のセンサを開発するかは、各国のセンスが問われるところである。 

 とりわけ、観測頻度の向上は農業利用を中心として強い要望が出されており、重要な仕様

となっている。機数の増大、コンステレーション、高刈幅化のバランスを取ることで、ユー

ザ要求に沿ったセンサシステムを検討する必要がある。 

 

 

図４．１．３ 高分解能衛星のロードマップ 

 

実利用においては、地球科学の上に社会実装が求められる。最も細かいスケールのデータ

として、最も産業に近い場所に位置する。このため、国際的・地域的な課題を解決するため

の政策での利用、ビッグデータとしての地理空間情報における高付加価値化、生活を豊かに

するサービス提供、という形での利用が期待される。とりわけ、農業や国土管理、地域防災、

社会基盤は有力な適用領域である。 
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4.1.3. 技術動向 

4.1.3.1. 光学センサ技術 

 基本的な構成は、パン＋マルチスペクトルであり、マルチスペクトルでは赤緑青＋近赤外

が基本形である。Red Edgeなどの有用な波長帯が次に選ばれる。波長数の増大や赤外波長の

取得のために、可視近赤外＋短波長赤外域は、検知素子を平行に並べた構成を取る。刈幅／

GSD は検出素子数になるが、限界があるためにいくつかのパッケージをスタガーにして用い

る。高分解能広刈幅は高速のデータが取得されるため、圧縮技術とデータ伝送技術の進歩も

望まれる。ショットノイズ支配では、信号ノイズ比は GSD の 1.5 乗に反比例するので、高分

解能化に伴って大きな口径の望遠鏡が必要となるが、Time Delay Integration (TDI)検出器

を用いると信号量を増やせる。短波長赤外は雲と氷雪の区別に有効であり、雲なしモザイク

の作成などの際に威力を発揮する。一方、熱赤外観測を行うセンサはそれほど多くはない。

波長数を非常に多くしたものとしてハイパースペクトルセンサがあり、100 以上の波長で資

源探査などの用途が期待されるが、二次元検出器を用いるために、刈幅には制限が多く、現

段階では実証目的となる。従って、有効な波長を見出し、マルチスペクトル観測にフィード

バックすることになる。 

 刈幅を広くするためには軸はずし三枚鏡方式、分解能を高めるためにはコルシュ方式が採

用される。観測頻度を増やすために、刈幅、姿勢マヌーバ、機数の増大（ホステッドペイロ

ードを含む）が用いられる。全球を被覆するためには、姿勢マヌーバは問題となるが、災害

の緊急観測には必須である。一方、全球観測を諦めて、限定的な軌道のみを用いることも可

能である。三次元情報はステレオ視によって得られるが、全球の標高データベースが整備さ

れつつあるので、災害時の地形把握や気候変動に伴うデータベースの更新が目的となる。基

本的には周回軌道衛星が用いられるが、静止軌道から観測することで常時観測が可能となる。

距離が 60倍程度離れるために、解像度を上げるには工夫が必要になる。 

 

4.1.3.2. 合成開口レーダ技術 

合成開口レーダ(SAR)については、センサ単体の性能向上として基本性能の向上に加えて

高分解能化、広観測幅、多偏波観測が考えられる。また複数衛星を使用した観測として干渉

SAR としての性能向上が考えられる。 

基本性能の向上とは、より小さい雑音等価後方散乱係数(NEσ0)の実現と高い信号対アン

ビギュイティ比（S/A 比)の実現である。NEσ0 の向上はより暗いターゲットの検出につなが

り、S/A 比の向上はゴースト低減化につながるので、どちらも SAR 画像の画質に大きく影響

するものである。NEσ0の向上については、ハードウェアにおいては送信機の高出力化および

アンテナの高利得化により、S/A比の向上については、適切なパルス繰り返し周波数(PRF)の

選択、衛星視線方向のアンテナパターンやチャープ変調方式の工夫が考えられる。 
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高分解能化については、衛星進行方向についてはアンテナの小型化とスポットライト技術

が必要となり、衛星視線方向については送信チャープ信号の広帯域化が必須である。他国で

開発されている SARの動向を考慮すると、日本に期待されている SARは Lバンド SARであり、

L バンド帯で使用可能な帯域は 85MHz という制約があるため、地上分解能は入射角 35°にお

いて 3m 程度となり、Lバンド帯における高分解能化の目標値となる。なお、衛星進行方向に

ついては衛星視線方向とのアスペクト比を考慮してアンテナサイズを決定し、さらなる高分

解能化はスポットライトによって実現する。 

広観測幅観測は地上ターゲットの高頻度観測につながる。広い観測幅を実現するためには、

従来は衛星視線方向のアンテナビームを切り替えることによって観測幅を分割する方式

(SCANSAR)が使われてきた。しかし、分割された各観測幅からの信号がバースト状になるため

衛星進行方向の分解能が低下するという問題があった。そこで、次世代の SAR においては、

衛星進行方向の分解能を犠牲にしないディジタルビームフォーミング技術(DBF)によるアン

テナ多ビーム化を新技術として採用する。 

多偏波観測は観測対象の散乱メカニズムを把握するために有効な観測手段である。多偏波

観測を行うためには、送信波の偏波を水平偏波と垂直偏波を交互に切り替え、受信は水平と

垂直偏波を同時に受信するため複数台必要になる。前述の DBF 方式も多偏波観測も、高速な

データ転送が必須になるため、データ転送の高速化も課題となる。 

4.1.4. 将来ミッションの在り方 

 将来の高分解能衛星は、高品質データと高頻度化がキーワードとなる。そのため、基幹衛

星と小型衛星の組み合わせが好ましい。 

 光学センサにおいては、頻度を増やすために数機での運用が求められる。先進光学の長寿

命化が達成され、先進光学２とのコンステレーションが必須となる。小型衛星や Open&Free

センサが取得した異種のセンサデータの融合技術により、センサデータの組み合わせ方法が

進歩することが求められる。ベースマップを作製する基幹衛星データは全地球をカバーし、

データアクセスハブとなり、災害対策やサイエンスに貢献する。日本が得意とする常時立体

視機能は、フル実装、低解像度実装、短基線実装、複数機実装などを比較検討することで、

実現するのが妥当である。 

 合成開口レーダにおいては、日本が得意とする L バンドでの実績を活かし、森林モニタリ

ングや干渉 SAR による地盤変動の観測継続が求められている。また、観測の全天候性を生か

した極域の海氷や氷河の高分解能モニタリングについても大きな期待が寄せられている。

PALSAR-2、先進 SAR のコンステレーションは観測頻度を増やすとともに、組み合わせ運用に

よる観測待機時間の低減が期待される。全天候の高頻度観測は、災害後の状況把握や様々な

サイエンスの分野に貢献できる。センサ単体では、高分解能化と広観測幅がキーワードとな

る。両者を兼ね備えた DBF については、大きなアンテナが必要となるため、構造系の研究開
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発とフェーズを合わせた取り組みが必要である。 

 どちらのセンサも、基幹衛星のデータ量は増大方向にあるため、データダウンリンクも含

めた宇宙システムとしての検討が必要である。 
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4.2. 全球光学イメージング 

本多嘉明（千葉大）・中島孝（東海大）・村上浩・菊池麻紀・木村俊義（JAXA）・森山雅雄（長

崎大）・奈佐原顕郎（筑波大）・早坂忠裕（東北大） 

 
4.2.1. 全球光学センサ概要 

 気候変動影響の顕在化が懸念される現在、その結果が人類社会に及ぼす影響は世界全体に

及び、地球規模の食料需給や公衆衛生などの問題が発生し、我が国だけの問題ではない。そ

れらの問題の解決や軽減は我が国の国民の福祉に貢献するのみならず全人類の福祉に貢献す

るものである。この分野で世界をリードできれば我が国の外交にも優位な情報を得ることが

できる。幸い、我が国の地球システム統合モデル研究は世界最高水準にあるが、この優位な

立場を維持、さらに優位にするためにはさまざまな項目（地球表層物理量）、主要気候変数

（ECV）の長期継続観測値が必要不可欠になる。そのためには全球光学センサによる世界最

高水準の高頻度長期継続観測が不可欠である。 

 全球光学センサは1979年から運用されたAVHRRシリーズが始まりと考えてよく、当初は可

視、近赤外、中間赤外、熱赤外におのおの広い帯域幅の１チャンネルずつの４チャンネルで

エアロゾル、雲、地表面温度、海表面温度、海氷、正規化植生指数などの２５種のデータ

（物理量を含む）を生産したが、その精度に問題があった。しかしながら気候変動の影響が

懸念され始めた1980年台後半になると全球に対して16kmに平滑化された正規化植生指数の長

期時系列データがNASAによって生産されることにより、大陸スケールの植生活動が把握さ

れ、1990年には世界で初めて衛星データのみから作られた植生図が発表された。広域あるい

は全球の環境状況が時系列で把握されるように地球環境変化のモニタリングが現実のものに

なり始めた。 

 1984年に発表されたNASAのアースシステムサイエンスと気候変動による地球環境への影響

が懸念される中、1992年の環境と開発に関する国際連合会議いわゆる地球サミットを機に地

球環境問題への取り組みが加速された。地球規模の純粋な科学的課題としての一面もさるこ

とながら先進諸国の世界戦略の思惑も相まったものであったことは、後の排出権取引に関わ

る炭素市場の誕生を見ても容易に理解できる。さらに先進国による発展途上国との二国間外

交に地球環境問題の関わりを通じて２ndトラック外交が展開されたことも想像に難くない。

これらの環境下でより高精度の地球表層の環境情報に関わる物理量（ECVを含む）への要望

が高まり、それに伴い全球光学センサの性能向上が図られた。このことは過去の主な全球光

学センサ（AVHRR、 OCTS、 SeaWiFS、 VEGTATION、 MODIS、 GLI、 MERIS、 VIIRSなど）の

性能変遷を見ると明らかである。以下に全球光学センサの性能向上の流れを簡単に説明す

る。 
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 地球環境問題の高まりとともに地球表層の物理量（雲、エアロゾル、クロロフィル、地表

面温度、バイオマスなど）を衛星データから求める科学的研究が急速に進展し、それに伴い

センサ仕様に対する科学研究からの要求が高まり、それに基づいて全球光学センサが計画・

製造・運用されるようになった。図４．２．１に示すように、より精度の高い地球表層の物

理量（ECVを含む）を求めるために中心波長の選択を行いつつ多バンド化、大気の吸収帯に

配慮した狭帯域化、高感度を維持した高分解能化、観測値の精度と高頻度観測を考慮した観

測幅などが検討され順次実現されたことが見て取れる。このように目的を達成するために多

バンド化、狭帯域化、高解像度化が世界の趨勢になった。 

 

図 ４．２．１ 全球光学    センサ仕様  の推移   

 

 ここで注目すべき点は、日本の全球光学センサが多バンド化、高解像度化の流れをリード

して世界の趨勢を形成してきたことである。たとえば、日本のOCTSは、それまでの米国の

AVHRRの５バンド、地上解像度1.1kmを12バンド、地上解像度700mと一挙に高性能化を実現

し、GLIの計画情報と相まってGLIと同時期に計画された諸外国の全球光学センサの多バンド

化や高解像度化に影響を与えた。さらに日本のGLIは地上解像度250mとその後の全球光学セ

ンサの高解像度化に決定的な方向性を示した。我が国の全球光学センサOCTS、GLIは世界の

全球光学センサの方向性をリードし、世界の全球光学センサの基準に多バンド、高解像度
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（２５０m）化が反映されたといっても過言ではなく、この分野で最も利用されているMODIS

の仕様と相互に影響を与えた。 

 日本は高感度の250m地上解像度を世界で初めて達成し、世界をリードしていると言え、日

本のSGLIに備えられる近紫外バンドや多角偏光観測により様々なプロダクトに利用できる大

気補正情報が取得できる。特に、近紫外バンド情報の取得は日本独自のものであり、他の追

随を許さない状況にある。日本の新しい全球光学センサSGLIは世界最高水準を維持できる。

SGLIの基本性能は米国のVIIRS、欧州のMERISと比肩する。特に欧米が多方向観測に特化した

MISRや偏光多方向観測を実現したPOLDERは、新しい科学的知見をもたらしたが、観測幅や解

像度などの問題があり広く利用されなかった。SGLIはこれらで得られた知見を活かすととも

に問題を同時に克服することで次世代の全球光学センサの先駆的な役割を果たすことが期待

されている。 

 これまで見てきたように、我が国の全球光学センサは技術的・科学研究的には世界最高水

準にあり、世界の全球光学センサの方向性に影響を与えてきた。それぞれの国の全球光学セ

ンサの利用に関しては欧米諸国がそれぞれの国の地球環境問題を軸にする国際関係を形成す

る際に２ndトラック外交を含む形で世界戦略の一環として継続的に実施する計画を有してい

る。翻って、この分野の利用に関して我が国の戦略は極めて乏しいといえる。 

 一方で、全球光学センサの性能向上と観測データの蓄積に伴い、全球気候変動監視、全球

陸域生態系監視、陸域向け熱赤外観測などに役立ち、学術的な分野では生態学、水産学、海

洋学・海洋生態学・生物地球化学、大気（雲、エアロゾル）、雪氷学（積雪、海氷）などの

多くの分野で理解や利用が進んでいる。なお、これらの分野の科学的な重要課題は次の節

（２）にあげる。 

 欧米の思惑とは別に、地球全体の理解という観点から全球光学センサの継続的な観測は不

可欠である。しかし、昨今の全球光学センサに対する科学的要求が高く、技術的難易度が高

く、米国のVIIRS開発のように開発が遅れるのが常在化しているのが現状である。途切れの

ない高精度な長期継続観測には国際協調が不可欠であることも事実である。 

 日本は全球光学センサ分野での世界最高水準を維持しつつ、将来のこの分野の方向性を形

成できるように継続的な計画を立てる必要がある。継続的な計画は後の節（３）で説明す

る。さらに、全球光学センサでは不可能な超高空間分解能、高波長分解能の光学センサ、ア

クティブセンサ、マイクロ波センサなどの観測データと複合的な観測は地球システム統合モ

デルの飛躍的な進展を促す観測データや知見を提供でき、データの複合利用は進みつつあ

る。これらの利用はさらに積極的な複数衛星運用による観測（Jトレイン型：別途資料１参

考）により効率的に実現できる。その中心的な機能を全球光学センサ搭載衛星が備えること

で、このような観測分野で世界最先端を目指すべきである。 
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4.2.2. 分野における重要な科学的課題 

 前節で紹介した分野における重要な科学的課題について以下に列挙する。地球全体の理解

を進めるための地球システム統合モデルの性能向上に対して重要な課題でもある。 

全球気候変動監視では 

・高精度校正センサによる気候変動監視に資する長期観測や地球システム統合モデルの高精

度化に資する長期観測が挙げられる。 

・ 複数衛星観測による詳細データで物理量精度の飛躍的進展（クロロフィル蛍光、形質、

高精度バオマスなど）が挙げられる 

陸域向け熱赤外観測では 

・恒常的な地表面温度観測により、大規模森林火災、植物の水ストレス、農業生産や公衆衛

生の支援情報の取得などが挙げられる 

水産学では 

・ 海洋環境と生態系の時空間的シフト、資源管理に資する情報を取得し、持続可能な水産

資源の利用を可能にすることなどが挙げられる 

海洋学・海洋生態学・生物地球化学では 

・ 生物多様性・窒素循環などの課題に大いに役立つ情報が挙げられる 

大気に関する学術分野では 

・ 雲に関することでは、気候変動予測において最大の不確定要素となっている雲の詳細観

測が重要で全球光学センサとマイクロ波やライダによる観測が重要である。具体的には、雲

種別分布とその量、雲成長プロセスの解明に繋がる雲特性変化の詳細観測などが挙げられ

る。 

・ エアロゾルに関することでは、地球の放射収支において不確定性を有している大気中微粒子

（エアロゾル）の分布とその量、種類の観測。雲成長プロセスの解明に繋がるエアロゾルの

観測などが挙げられる。 

雪氷学においては、 

・ 近年の地球温暖化に伴いグリーンランド氷床のアルベド低下と融解域の拡大が進行してお

り、長期継続した極域雪氷の監視と北極海氷融解との関連解明が重要な課題となっている。

また、北半球積雪域の縮小も進んでおり、北半球の水循環や気候形成メカニズムの解明が挙

げられる。 
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4.2.3. 望まれる全球光学センサの仕様（観測頻度、観測波長、空間解像度など）と周辺シス

テム開発、その達成時期（２０４０年まで） 

 全球光学センサ工程表に示すように２０３０年まではGCOM-Cシリーズの継続で長期継続観

測を実現し、その中で積極的複製衛星運用を目指した全球光学センサおよび衛星（積極的複

製衛星運用中心機能を有した基幹衛星として）の製造技術を育成し、運用技術の試験開発を

行う。 

２０３０年以降の全球光学センサの仕様は概ね以下のとおりである。 

・観測頻度：観測幅2000-3000km (併進衛星の利用検討：別途資料２参照) 

・観測波長：340nm~12umに非吸収バンドを中心に30バンド程度、大気用には観測波長：近紫

外から熱赤外にかけての大気の窓領域、酸素吸収および水蒸気吸収帯 

・空間解像度：250~100m 

・低輝度～高輝度まで広いレンジを一つのチャンネルでカバーできる受光部 

・校正機能：拡散版、拡散版校正、月校正、スキャン角度で光路が変わらない光学系（他セ

ンサのベンチマークとなりえる高精度な校正） 

・ 時期：GCOM-Cシリーズのデータとの継続性担保 

・ 時期：20年以上の長期観測（衛星寿命を7年として、例えば2022、2029、2036に打ち上

げ） 

 

 さらに、地球観測衛星の観測データは高解像度、高頻度、高ビット、多バンドなどの高度

化にともないデータ容量が飛躍的に増大することが予想されている。これは大きな問題にな

る。 

 衛星から地上への大容量データのダウンリンクはレーザーを使った光通信が有望である

が、地上付近の雲やヘイズが妨げになり随時通信ができる訳ではない。そこで考えられてい

るのが、地上の受信局を晴天率が高い地域を複数選び設置し、上空に妨げがない地域の受信

局を選択的に選び送信することで、全体としては随時通信が確保でき、グランドラインを通

じて全データを集めることである。どこが通信可能な受信局なのかは静止気象衛星の情報で

判断し、静止光データリレー衛星から地上の然るべき受信局に送信することを提案する。静

止軌道衛星がシステムの一部になることにより、極軌道衛星の運用に静止衛星を加え、さら

に高度な有機的運用を行い、高緯度では極軌道衛星、中低緯度領域では静止軌道衛星の観測

で、全体として高頻度観測の実現を目指す。 

 これらの複数衛星群が生み出す大容量の観測データを静止気象衛星と静止光データリレー

衛星をつかってストレスフリーで地上にダウンリンクする有機的な静止・極軌道衛星群運用
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を実現することが、アジア諸国が我が国の衛星ビジネスに参加する強い動機になると考え

る。 

図４．２．２ 全球光学イメージングミッションのロードマップ 
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別途資料１ Jトレイン型 複数衛星の有機的な運用 

 前項において示したように地球観測においては様々なセンサの組み合わせ（マイクロ波と

光学、能動と受動センサ等）が有効であり、複数衛星の有機的な運用を提言したい。特に、

我が国の衛星システム運用は、他国に比べ成功率が高い。この長所を活かして、静止衛星と

極軌道衛星の統合的な運用、および極軌道衛星のコンステレーション運用を有機的に結びつ

ける運用を目指して整備してゆくべきである。例えば Jトレインともいうべき 10:30軌道を

国際共同で行うのは有効である（図１）。このような運用では、先頭の軌道にある衛星観測情

報を利用して、後続の衛星観測の最適化を図れるほか、静止衛星の高頻度観測を用いること

により時間方向にも連続的なデータを得るといった利点が考えられる。さらに日本の宇宙産

業の技術水準の底上げの観点においても、コンステレーションを形成する上でのロケットと

衛星に関する高い管制技術の向上やコストダウンにつながる部品の共通化などにおいて貢献

できる。このようなシステムにすれば、アジア諸国からの参入が期待できる。 

 Jトレイン型の観測システムを考えると先頭で運用されるセンサは刈り幅の広い方が優位で

あるので、実績があり、応用範囲が広い中分解能可視・赤外（OCTS/GLI/SGLI シリーズ）セン

サ搭載衛星が有望である。この場合、陸上植生（作物を含む）のモニタリングには多方向反

射関数の変化を考慮する必要があるが、極軌道上の光学センサでは観測頻度から雲スクリー

ンニングの点で有効なデータ数が極端に少なくなり、その補正が難しい。従って、静止衛星

による高頻度観測と SGLIの多方向観測と併せた利用が、新しい領域を切り開くと期待でき

る。 

  一方で、雲・降水観測と気象災害対策においては、マイクロ波を用いた観測が有効であ

る。降水については、イメージャによる降水システムの面的な情報と降水レーダによる 3次

元構造に関する情報の組み合わせが有効である。また、サウンダによる水蒸気のプロファイ

ルと雲・降水レーダによる３次元構造の観測と鉛直方向の速度（ドップラー速度）を組み合

わせた観測は、現在地球温暖化とともに増加傾向にある極端降水現象の理解およびモデル化

に大きく貢献できる。雲や降水の観測では日変化の情報を取得することも非常に重要であ

り、トレイン型のミッションにするとしても、太陽同期軌道でない軌道を考える必要があ

る。 

 長期的な視点に立つと、常時観測のできる静止衛星からの観測技術を発展させる必要があ

る。ただし、高水平分解能のセンサのように多方面の利用が考えられるものと同時にライダ

や雲・降水レーダのように利用は限られるものの不可欠なセンサもあることにも留意すべき

である。我が国の地球観測静止衛星は、スーパー３０１で規定される商用カテゴリーになる

気象庁のひまわりのみで、我が国の技術力を延ばす開発研究が行なわれていない。しかし、

欧米のみならず、中国・韓国においても静止衛星による様々な地球観測の試みが実施・提案

されており、この流れにおける我が国の競争力の向上を行なうべきである。 
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図１ J トレインのコンセプト 
 

 

 

 

 
 

 
図２ J トレインにおける軌道設計 

図３ 複数衛星群と静止光デー

タリレー衛星の利用 
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4.3. 全球マイクロ波センサ   

中村健治（獨協大）・江淵直人（北海道大）・沖理子・可知美佐子・久保田拓志（JAXA）・青梨

和正（気象研）・沖大幹（東京大）・早坂忠裕（東北大）・今岡啓治（山口大） 

 

4.3.1. マイクロ波放射計のおおよその歴史 

マイクロ波放射計は多周波、多偏波により多くのチャンネルを持つ。マイクロ波放射計に

よる観測は、1972 年に打ち上げられた米国の Nimbus５号に搭載された ESMR（Electrically 

Scanning Microwave Radiometer）が最初である。ESMRはチャンネルは一つであったが海氷

の分布や、海上の雨域を把握できることを実証した。多チャンネル化は 1978年に米国が打ち

上げたシーサット（SEASAT）に搭載された多チャンネルのマイクロ波放射計でなされた。

SEASAT は名前のとおり海面観測を目的とした衛星であり、この SEASAT には多チャンネルの

マイクロ波放射計以外にも世界初のレーダ高度計、合成開口レーダ、マイクロ波散乱計、可

視・赤外放射計が搭載された。これらは後にすべて実用化された。 

マイクロ波放射計は物質から温度と射出率に応じて放射されるマイクロ波帯の電磁波を受

信する。受信すること自体は技術的には困難ではないが、その精度と確度を保つことが重要

である。このため放射計では校正の重要性が非常に高い。マイクロ波放射計は米国において

その後も、SMMR、SSM/Iと開発されてきており SSM/Iで一つの型が決まった。SSM/Iでは地表

面走査のためアンテナを回転させるが、回転の途中で温度の分かっている校正源を常に見る

ようにしている。  

観測目標は、大気については、気温プロファイル、水蒸気プロファイル、降水強度、大気微

量成分、陸面は土壌水分、雪氷域、等、海洋では、海面水温、海面塩分濃度、海上風、海氷な

どがある。また、方法は異なるが、GNSS（GPS）掩蔽法による気温、水蒸気プロファイル測定

は衛星マイクロ波電波利用としては忘れてはならないものである。これは受信機のみが必要

で、かつ大きなアンテナを必要とはしないので、小型測器となる。 

 

4.3.2．現在のマイクロ波放射計 

（１）イメージャ 

100GHz 以下の周波数帯の衛星搭載マイクロ波放射計はほぼ確立された測器といってよい。 

SSM/I シリーズ、すでにミッションは終了したが TRMM 衛星上の TMI、GPM 主衛星上の

GMI(Draper, 2015)等、SSM/Iの周波数帯（おおよそ 10、18、23、30、89GHz）を基本として

いる。すべて低軌道衛星上にある。また conical 走査として、地表面入射角を一定としてい

る。GMIでは降雪観測のために 120GHz、180GHz帯が付加されている。 

 TRMM、GPM主衛星、Megha-Tropique（搭載の MADRASは不具合のため運用できず）の例外を

除いて太陽同期軌道の衛星上にある。土壌水分量、海面塩分濃度は低周波（Lバンド、Pバン
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ド）が有効であり、NASAの Aquariusでは Lバンドの放射計が搭載されている。 

（２）サウンダ 

60GHz 帯、120GHz帯、180GHz帯の中に細かいチャンネルを持つことにより気温プロファイ

ル、水蒸気プロファイルを得ている。AMSUシリーズなどがあり、これらも現業予報モデルに

同化され実用化されている。 

（３）ミリ波、サブミリ波 

国際宇宙ステーション（ISS）上において超伝導サブミリ波サウンダ SMILES による実証が

なされている。しかし、機械式冷凍機の不具合などで観測が中断するなど、実験段階にある。 

 

4.3.3．利用の現状 

（１）イメージャ 

世界の大きな流れとしては減少傾向にある。これには米国を始め、利用者から大きな懸念

が寄せられている。GCOM-W後継が強く望まれているところである。科学ミッションとしては

継続観測による気候変動の検出が大きな目標である。ここでは測器の校正が大きな課題であ

るが、SSM/I 以来の測器の絶対校正法の進展、また GPM 計画の中での測器間校正技術の進展

がある。 

日本では、実利用また民間利用も、漁業関係や北極海海氷監視などで進んでいる。また降

水レーダ、降水コンステレーションのデータによる全球降水マップ（GSMaP（Kubota et 

al.,2007）など）も実用に供されている。 

さらに、全球数値予報システムおよびメソスケール数値予報システムにおいて、主に輝度

温度のデータを用いてデータ同化が行われている。 

（３）サウンダ 

 実用測器としてシリーズ化されている。また、サウンダの輝度温度データも全球数値予報

システムおよびメソスケール数値報システムにおいてデータ同化に用いられている。 

（３）ミリ波、サブミリ波 

 開発要素が大きいが、高周波数の窓領域はフロンティアである。 

 

4.3.4．将来方向 

 中大型衛星上の高性能の放射計と小型衛星上の放射計の二つの大きな流れがある。 

（１）イメージャ 

 大型衛星が望み薄の状態の中、小型、超小型衛星搭載型の検討が進んでいる。この場合必

要空間分解能を得るためアンテナサイズが問題となる。１ｍ以下のアンテナサイズで、高周

波数を使うことになる。高分解能を得るためには合成開口法も検討対象となる。Lバンド、P

バンドの利用も一つの方向であり、大口径のアンテナが一つの大きな開発目標となる。AMSR2
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後継の一部として考えることもできる。 

（２）サウンダ 

 ここでも小型衛星が検討されている。同時搭載ではないが 90、113、180、206GHzのサウン

ダ、また radio occultationも検討されている。 

（３）ミリ波、サブミリ波 

 周波数が高いので小型衛星への搭載が検討されている。対流圏の水蒸気と氷雲を目標とし

240、310、670GHz帯を使う TWICE (Tropospheric Water Vapor and Cloud ICE) の構想があ

る。雲レーダとの同時観測が望ましい。 

 

4.3.5．日本の強み 

（１）イメージャ 

 AMSR、AMSR-E、AMSR2 の実績が大きい。AMSR2 は 100GHz 以下では現在もっとも高性能、高

精度の放射計であるといえる。必要な地表分解能を得るため 2m とアンテナサイズが大きく、

この方面でも技術蓄積がなされている。2mアンテナによる高空間分解能と、6-7GHz 帯による

海水面温度観測、特に低水温域の観測は貴重である。6-7GHz 帯は他には 2003 年打上げの

Windsat しかない。これまで培ってきた校正技術も高いレベルにある。校正は地味ではある

が、長期にわたる trend を検出する上では必須の技術である。この部分での日本の技術力は

高い。しかしながら他の衛星上のマイクロ波放射計との相互校正は米国が先行している。 

 今後の方向として、小型衛星搭載型と GCOM-W系の両方があろう。前者は複数を、後者は単

独あるいは train型であろうが、reference standardとしての意義もある。日本の強みであ

る降水レーダと合わせると強力な reference standard となる。気候変動の検出という 科学

目的のためには高精度長期のコンステレーション型の観測が必要であるが、このコアとして

働く力がある。技術開発としては、AMSR2 f/o は多チャンネルの観測継続を考えると、展開ア

ンテナの利用などの大きな変更は考えにくい。受信機の小型化、校正機構の改良、アンテナ

の外周メッシュ化など地道な開発となろう。 

 静止軌道上のマイクロ波放射計も構想としてはあり得る。2040年まで考えると可能性は十

分にあろう。 

（２）サウンダ 

 これは残念ながら実績に乏しい。小型実証実験衛星が最初に必要であろう。 

（３）ミリ波、サブミリ波 

 SMILES の超伝導受信機の技術的実績がある。SMILES は質量が 500kgあり、今後は小型衛星

に向けて軽量化の方向に努力すべきであろう。 
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4.3.6．構想 

 将来の衛星観測は、単独衛星は実験的・実証的なもの以外は考えにくく、複数の衛星によ

る観測となろう。そしてデータの融合が重要となろう。モデルによる同化は一つの大きな方

向である。その一方、同化手法ではなく、衛星データからの直接的な物理量抽出の方向もあ

る。両者を並列に双方の結果の差異から新たな進展を目指すことが必要であろう。後者のた

めには全球を高時間空間分解能で観測する必要がある。 

 実用のため、また水蒸気トレンドと降水トレンドとの差異など気候の長期変動をとらえる

ためには全球の定常観測が必要である。科学的研究における、プロセススタディはモデルと

の連携で、モデル内での解明に期待できよう。衛星側はバルク（マクロ）の観測により、気

候的シグナルをとらえる。 

（１）コンステレーション 

 地球気候システムの長期変動監視という大きな科学目的と実用を兼ねて、マイクロ波放射

計の長期にわたる観測体制を考え、Japan-led microwave radiometer constellation の方向

があり得よう。 

 システム 

  Japan-led Train：太陽同期 

主衛星：2m級 AMSR2後継センサ搭載 

    これまでの観測の継続から極域を含む長期にわたるデータセットの作成を第一目標と

する。また reference standardとしての役割も持たす。 

大気現象では太陽非同期軌道が望ましいが、これは副衛星群（constellation）で 

観測する。 

  副衛星：国際協力 

  多数の小型衛星 

  静止気象衛星の可視・赤外 

（２）静止軌道上のマイクロ波放射計 

 技術的には可能性がある。イメージャ型とサウンダ型の合体とする。 

（３）ミリ波、サブミリ波 

 静止軌道からの観測も可能性があろう。 

 

4.3.7．工程 

主ラインは（太陽同期）Japan-Trainを作ることにおく。 

Japan-Trainの測器 

  AMSR2後継、ミリ波・サブミリ波、他 
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（１）イメージャ 

各衛星、測器の寿命は 7年を想定。1年の overlapを想定。 

2020-2027：AMSR2後継（GCOM-W2?） 

2026-2033：AMSR2後継、Kuレーダ、小型衛星 

2032-2039：AMSR2後継、Kuレーダ、小型衛星 

（２）静止軌道 

2025-2028：チャンネルを限った高軌道実証衛星 

2030-：静止軌道実証衛星 

2035-：実用衛星 

（３）ミリ波・サブミリ波 

2023-2026：小型実証、他のミッションとの相乗りとする。 

2026-：観測 

図４．３．１ 全球マイクロ波センサのロードマップ 
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4.4. 降雨・雲レーダ 

高橋暢宏（名古屋大）・岡本創（九州大）・高薮縁・鈴木健太郎（東京大）・大野裕一（情報通

信研究機構）・可知美佐子・久保田拓志・沖理子（JAXA） 

 

4.4.1．はじめに 

 衛星搭載雲・降水レーダに関しては 1997年に打ち上げられた熱帯降雨観測衛星（Tropical 

Rainfall Measuring Mission: TRMM、トリム）に搭載された降雨レーダが世界最初の降雨レ

ーダである。その後継ミッションである全球降水観測計画（Global Precipitation 

Measurement：GPM、ジーピーエム）の主衛星は 2014年に打ち上げられ、そこには二周波降水

レーダを搭載している。これにより、降雨の立体的な観測が可能となった。これまでの衛星

搭載降水レーダ開発実績を有するものは日本のみである。 

 一方、雲レーダによる雲の鉛直内部構造の観測は、地球温暖化に伴う放射収支変化の評価

に欠かせないツールとなっており、2006 年に NASA/JPL が世界で初めて雲レーダを搭載した

CloudSat を打ち上げた。日本では、CloudSat よりも感度を 10 倍程度向上し、さらに世界で

初めて雲内部の鉛直流の情報を衛星から取得できるドップラー速度観測が可能なレーダを開

発した。このレーダは ESAと共同の EarthCARE衛星に搭載し、2018年打上げ予定である。こ

のような衛星観測の急速な発達によって、雲・降水システムの様々な物理量が同時に得られ

るようになり、それら複数の物理量の組み合わせによって雲・降水の物理プロセスを観測的

に診断できる新しい時代に入りつつある。このような雲・降水プロセスに関する観測情報は、

地球温暖化に伴う放射収支や降水の変化をモニターするために不可欠であるだけでなく、温

暖化予測に用いられる数値気候モデルを素過程レベルで評価し、その信頼性を質的に向上さ

せる上でも非常に有効である。したがって、現在から将来へわたる気候の監視と予測のため

には、雲・降水システムの継続的な観測が必要不可欠である。 

 また、こうした科学的要求を満たすための技術の観点でも、ドップラー化とその高度化、

電子走査（雲レーダ）、偏波化などへの展開が進みつつある。 

 

4.4.2．現状分析と展望 

＜降水レーダ＞ 

 TRMM(1997-2015)、GPM(2014-)による降水観測において世界をリード、技術的に成熟して

いる。 

 全球の降水推定の高精度化に大きく貢献、熱帯の降水システムの理解を飛躍的に進展、

マイクロ波放射計観測精度の向上による全球降水マップ（GSMaP）の実現と利用範囲の拡

大といった成果を上げている。 

 TRMM、GPM観測は、全球スケールの降水観測データの標準として気候研究、科学研究に既
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に広く利用されている。 

 TRMM は日米共同ミッション、GPM は国際共同ミッションであり、国際的にも期待度の高

い観測である。また、その中で日本のレーダ技術が中心的な役割を果たしており、この分

野で世界をリードしている。 

 降水と雲に伴う非断熱加熱は、大気大循環を決める基本要素のひとつであり、TRMM/PRに

より初めて 3次元潜熱加熱推定が実現された。 

＜雲レーダ＞ 

 EarthCARE(2018- )において世界初のドップラー速度観測を実現予定 

 地球の放射収支を精度よく評価するためには不可欠な観測（地球全体をカバー、レーダ

とライダによる雲・エアロゾルの定量的な観測） 

 ドップラー速度観測により、これまで衛星からは得られなかった雲・降水システムの動

的な情報を取得可能となり、未解明部分が多い雲や降水の形成過程のプロセス研究が大

きく進展する 

＜外国の動向＞ 

米国では、Decadal survey に向けて、3 周波レーダを搭載したミッション（Cloud and 

Precipitation Processes Mission：CaPPM）の検討を行っている。これは雲と降雨を同時

に測ることで、気候予測において大きな不確実要因である雲からの降雨生成プロセスを調

べようとするものである。実際に CloudSat と同じ周波数帯での固体素子の開発を行い、

これまでこの周波数帯では難しかった走査型のレーダ（フェーズドアレイレーダ）への道

筋を付けている。降水観測については、CubeSatに搭載するレーダの開発に関しても検討

を行っている。 

ヨーロッパでは、ESA のファンドで CloudSat と同じ周波数帯でのドップラーレーダ開発

の検討を行っているほか、CNES のファンドでは同様に降水レーダと同様の周波数を用い

たドップラーレーダ開発の検討を行っているが、これらは概念的な検討に留まっており要

素技術開発にも着手していない。 

＜展望＞ 

 人工衛星搭載の雲・降水レーダによる観測は、地球温暖化問題などにおける雲・降水情報

のグローバルの標準となり、数値気候モデルの研究とともにこの分野の研究を支えるも

のとなる。 

 雲・降水レーダの組み合わせは、雲放射加熱と降水潜熱加熱の双方を同時に推定可能に

するため、気候学研究に非常に有用である。 

 数値モデルとの連携の道筋としては、データ同化がある。最近では GPM/DPR のデータ同

化も気象庁の数値予報で利用され始めているが、さらなる発展の可能性が大きい。 

 技術的にはドップラー速度の高精度化、降雨レーダの高感度化、走査幅増大の方向性に
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進んでいる。 

 

 

4.4.3．想定されるシナリオ 

＜科学的・社会的展開＞ 

 降水観測に関しては、世界中の降水を把握することのニーズは潜在的に高かったが、GSMaP

の開発によりそのニーズに応えられるようになってきた一方で、更なる高精度化が求められ

てきている。高精度の全球の降水マップは世界中の防災・農業・公衆衛生などの分野に広く

利用されるとともに、地球温暖化による気候変動に関して注目されている降水の変化の評価

には欠かせないものとなっている。 

 降水推定の高精度化には、降水システムの精確な科学的理解が欠かせない。TRMM、GPM搭載

の降水レーダによる降水システムの立体観測とその膨大な蓄積は、降水システムの科学的理

解を大きく発展させ、降雨に伴う大気の潜熱加熱の 3 次元推定データセットの作成や（例

Shige et al. 2004, 2007, 2008; Tao et al. 2001）、 積雲対流の湿度依存性の理解の進展

（例 Takayabu et al. 2010）などを通じ、大気の数値モデルによる降水再現の達成目標も大

きく進展させた(例 Tao and Moncrieff, 2009; Hirota et al., 2011) 。また、降水と雲に

伴う非断熱加熱は、大気大循環を決める基本要素のひとつであり、レーダによる降水と雲の

３次元観測は非断熱加熱３次元分布の推定に重要な情報を与え、TRMMの降雨レーダを用いた

3次元潜熱加熱推定は実現している。雲・降水レーダの搭載により、同一システムの雲放射加

熱と降水潜熱加熱の双方を推定可能にすることで、地球の気候形成に関して非常に重要な知

見を抽出することが可能になる。 

 地球温暖化予測とその評価については、全球の数値気候モデルの進展が欠かせないが、中

でも雲・降水の表現は最も不確実性の大きいものの１つであり、その検証・改良のために人

工衛星からのレーダ観測（雲・降水の 3 次元構造の観測）が欠かせないほか、今後増加が予

想される極端気象（豪雨・スーパー台風・洪水・干ばつなど）の監視や予測にとっても雲・降

水の観測は欠かせない。TRMM降雨レーダによる雨の立体観測は、極端降水をもたらすシステ

ムとその大規模環境について新たな知見をもたらし（Schumacher and Johnson, 2005；Sohn 

et al. 2013；Hamada et al. 2015）、現在および将来の降水災害に社会が備えるための重要

な科学的知見を与えている。 

 雲観測においては、EarthCARE に大きく期待するところであるが、継続的な雲レーダによる

観測が望まれている。2006 年の CloudSat/CALIPSO 衛星の打ち上げ以降、衛星搭載雲レーダ

とライダの観測は、雲の正確な巨視的特性把握 (Hagihara et al., 2010)、雲微物理特性の

把握（Okamoto et al., 2010, Sato and Okamoto 2011）、そして気候モデルの検証と改良

（Hashino et al., 2013, Seiki et al., 2015）において、非常に有効なものであると認識
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されている。ドップラー速度観測の雲物理特性抽出や対流特性把握における有効性は、地上・

航空機観測によって示されてきたが（Heymsfield et al., 2008, Sato et al., 2010）、

EarthCARE 衛星計画において初の衛星ドップラー観測が実現する事で、CloudSat からさらに

大きな前進が見込まれている。氷晶（雪結晶）は生成条件や環境場により形状が大きく変わ

りそれに伴って放射特性も変化するため、雲レーダ観測は地球の放射収支の評価には欠かせ

ない。さらに雲レーダとライダの組み合わせは、受動型センサでは不可能な高精度雲鉛直分

布把握だけでなく、雲・エアロゾル相互作用という気候変動予測の不確定性の中心的課題に

観測データから迫る事の可能な唯一のツールであり、これらの衛星観測が途切れる事があっ

てはならない。 

 降水プロセスの研究においては、雲と降水の両方を観測する必要があり、雲レーダと降水

レーダの融合が必要になってきている。このような複数センサ・複数プラットフォームによ

る観測体制の確立によって、衛星観測は従来の物理量の推定から、物理量を組み合わせて素

過程を診断できる新しい時代を迎えつつある。このパラダイムシフトは数値気候モデルの評

価の方法にも質的な変化をもたらしつつあり(例えば Suzuki et al. 2015)、物理量の再現性

を問う従来の「パフォーマンス志向」のモデル評価から、より本質的に物理素過程を検証す

る「プロセス志向」のモデル評価への興味が国際コミュニティにおいて高まっている

(Stephens et al. 2015)。この流れは今後の衛星計画によってさらに促進されると予想され

る。また、このような新しいモデル評価による雲・降水素過程の改良は気候モデルの信頼性

を質的に高め、温暖化に伴う極端気象の予測精度向上にも大きく貢献すると期待される。 

 

＜ミッションについて（図４．４．１、図４．４．２）＞ 

 降水観測ミッションについては、GPMの利用検討委員会において研究者および利用者からの

ニーズをもとにロードマップを作成している。上述のように GSMaP に対するニーズに応えら

れるミッションとして小型レーダを搭載した小型衛星のコンステレーションを考えている。

これは、TRMM-GPMと続いた成熟したレーダ技術をベースに小型化・低価格化を実現すること

により日本以外の国（アジア諸国を想定）が小型衛星を所有できる衛星を開発することであ

り、国際協力によりレーダによるコンステレーションを形成することにより、GSMaPの高精度

化を図るものである（現在の GSMaP はマイクロ波放射計が中心であるが、それをレーダに置

き換えることにより大きな改善が見込まれる）。これが実現できるとレーダ開発における日本

の役割はある程度達成できたことになる。 

 一方で、諸外国の動向をみていると判るように、TRMM-GPM と継続した降水観測ミッション

については日本に期待している節がある。日本としても、「京」をはじめとした世界最先端の

計算機によって実現した数値気象モデルの発達には GPM タイプの降水観測の継続と高度化は

不可欠なものとなっている。実際、現在の技術を GPM 搭載降水レーダに応用するだけで GPM
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搭載のレーダ（DPR）の倍の走査幅でかつ 10倍から 100 倍の感度は達成可能である（DPR-2）。

感度向上に関しては昨今の窒化ガリウム（GaN）素子の発達とパルス圧縮技術によるものであ

り、走査幅拡大に関しては TRMMのミッション終了時の特別実験において軌道上実証実験がな

された（Takahashi et al., 2016）。ここまで技術が進むと、科学的にも雲から降水へのプロ

セスの理解に必要な雲・降水システムの観測が可能となり、本質的な素過程レベルでの数値

気象モデルの評価が可能となる。具体的なミッションとしては、米国で計画中の雲・降水プ

ロセスミッションである CaPPM へのレーダ提供による参画等の国際協力を視野に入れるべき

である。 

 このような技術的な進歩があると、究極的には静止衛星にレーダを搭載することも現実味

を帯びている。静止軌道からの観測を行うと、ほぼ常時観測が可能となり、数値気象モデル

への貢献として現業気象予報モデルへの直接的な入力値としての利用も見えてくる。これが

実現すると、例えば台風の初期段階での内部構造が把握でき、現在予測が難しいとされてい

る台風の急速な発達なども予測が可能になり、防災的な観点からの貢献も大きくなる（台風

に関しては、温暖化によりスーパー台風と言われる強力な台風の増加が懸念されている）。ま

た、雲・降水観測に時間軸の情報が加わることで、時間的に変化する雲降水の物理プロセス

を直接追跡することが可能となる。このような観測情報は、数値モデルにおけるプロセス表

現を著しく発展させることが期待される。ただし、静止衛星からの観測では高緯度観測など

に問題があるため、周回軌道の衛星に対するニーズも残る。 

 雲観測に関しては、EarthCARE において高感度のレーダと高スペクトル分解ライダを併用し

た観測の有効性を評価する必要があるが、現状、米国の NASA/JPLと日本のみが技術を有して

おり（また、現状はそれ以外の国では概念検討に留まっている）、EarthCARE後についても地

球温暖化に伴う放射収支は重要な評価項目であり、継続した観測を国際的に分担して実施す

る必要がある。米国の CaPPM が実現するのであれば、CaPPM へレーダの提供等の参画等を検

討すべきであろう。我が国としては CaPPM 後を見据えたミッションを検討し、基礎技術開発

を行っておくべきである。または、CaPPMに参画して技術的な協力関係を進めることを検討す

べきである。CaPPMとの連携については、降水観測ミッションについても同様であり、この様

なスキームはコストの観点および国際的な協力・分担の観点から有効である。CaPPM後のミッ

ションの可能性として、雲・降水プロセスと放射収支を同時に観測するミッションについて

検討すべきである。現在の気候モデルでは、雲・降水のミクロプロセスと雲の放射影響のマ

クロプロセスとが整合的に連動していないことが指摘されている(Suzuki et al. 2013)。素

過程の理解に根ざした信頼性の高い気候予測を行うためには、このギャップを適切に埋める

必要がある。 
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図４．４．１ 雲・降水観測ミッションのロードマップ 

 

図４．４．２ 雲・降水観測ミッションのロードマップ（その２） 
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4.5. ライダ    

杉本伸夫、西澤智明（国立環境研）、水谷耕平、石井昌憲（情報通信研究機構）、岡本創（九州

大）、林真智（国立環境研）、佐藤薫（東京大）、菊池麻紀、木村俊義（JAXA） 

 

4.5.1. はじめに 

 宇宙からのライダ観測はスペースシャトルの 1994 年の LITE に始まり、その成果は氷床高

度の測定を主目的とした GLAS/ICESat(2003-2010)、雲・エアロゾル観測を主目的とする

CALIOP/CALIPSO(2006-)へと引き継がれてきた。中でも CALIOPは打ち上げから約 10年を経過

した現在でも良好な観測を継続している。CALIOPのデータのインパクトは非常に大きく、雲・

エアロゾル研究においては不可欠と言っても過言でない。また、エアロゾル気候モデルの同

化など、運用ベースの利用の検討も進んでいる。GLAS は植生観測にも利用され、氷床・植生

観測の後継として ATLAS/ICESat2の 2017年の打ち上げが予定されている。また、植生観測を

主目的とした、ISS 搭載植生ライダ MOLI（日）と GEDI（米）が進行している。ESA では、高

スペクトル分解ライダ手法を気象分野へ応用し、風観測を主目的としたドップラライダ

ALADIN を搭載した ADM-Aelous衛星の打ち上げを 2017 年に予定している。 

 CALIOP/CALIPSO の後継と考えられているのは、2018 年に打ち上げが予定されている

EarthCARE衛星搭載 ATLIDである。ATLIDにも高スペクトル分解ライダ手法が採用され、より

定量的な雲・エアロゾル観測が行われる。現在、この他に国際宇宙ステーション（ISS）搭載

CATS が運用されている。CATS は、技術的にも観測データにおいても CALIOP と EarthCARE を

繋ぐ役割が期待されている。CALIOP/CALIPSOではマルチ縦モードレーザーが使用された。一

方、ISS-CATS、ALADIN/ADM-Aelous、ATLID/EarthCAREではシングル縦モードの単一波長レー

ザーが使用されている。世界的に衛星搭載ライダは、レーザーの単一波長化とともに、より

高機能なライダへと向かっている。 

 

4.5.2.  現状分析と展望 

雲・エアロゾル観測 

 CALIOP/CALIPSOおよび ISS-CATSが現在運用中で、その後継として ATLID/EarthCAREが運用

される。CALIPSO衛星は、雲レーダを搭載した CloudSat衛星や、分光イメージャ MODISや赤

外サウンダ AIRS 等を搭載した AQUA 衛星等と A-Train 衛星群を構成して同期観測を行うこと

で、複数センサによるシナジー観測を実現している。特に、雲レーダとライダのシナジー観

測は、水雲、氷雲、そして霧雨を含む降水の包括的な全球観測を実現するとともに、雲微物

理特性に関するより高度で詳細な情報の取得を可能とした(Okamoto et al., 2010)。これら

ライダを中心とした観測からは雲に関する情報だけではなく、雲とともに地球の放射収支の

評価に不可欠なエアロゾルの情報も得られてきた。これらの情報の活用により、気候変動に
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おいて重要な雲・エアロゾルの相互作用についての解明も進みつつある。EarthCARE 衛星に

は、ATLID と共に高感度の雲レーダも搭載される(Illingworth et al., 2015)。よって、

CloudSat-CALIPSOに比して、より高精度な雲微物理特性の抽出が期待できる。なお、ATLIDの

開発は欧州だが、データ解析では、日本でも独自の解析アルゴリズムを開発しデータプロダ

クトを提供する。 

 ATLID/EarthCAREの後は、米国の ACEプロジェクトで高機能な大気観測ライダの搭載が検討

されているが具体化していない。鉛直方向に解像した雲の正確な情報は、ライダないし雲レ

ーダ以外の測器では得られないことが、MODIS や ISCCP(国際衛星雲気候計画)と CloudSat-

CALIPSO の比較研究によって示されている (例えば、 Hagihara et al., 2010)。

ATLID/EarthCARE以後の具体的な雲・エアロゾル測定ライダ計画が現状では無い。宇宙からの

雲・エアロゾル測定ライダ観測の継続が強く望まれる。 

 

高度計測・植生観測 

 高度計測では、GLAS/ICESat の後継機 ATLAS/ ICESat2 の打ち上げが 2017 年に予定されて

いる。ATLASは、低パルスエネルギーで高繰返し周波数型のレーザー（波長 532nm、出力 1mJ、

繰り返し周波数 10kHz）をマルチビーム（6 方向、ビーム間隔 3.3km）で送信し、複数のピク

セルをもつ検出器によるフォトンカウンティング直接検波方式で氷床高度を計測する。 

 さらに GLASや ATLASは、植生の観測にも利用される。GLAS の観測波形データを解析するこ

とで、樹高やバイオマス（樹木の乾燥重量）といった森林の特徴量が抽出されている。その

精度は現地計測による精度に匹敵し、衛星による森林観測に革新的な進展をもたらした。特

に、バイオマスの半分は炭素の重量であるため、近年の地球温暖化研究に関連して、森林の

炭素貯留量分布を高精度に計測できるツールとして大きな期待が寄せられている。 

 一方、ライダを植生観測に利用する上での欠点として、①観測点（フットプリント）が離散

的なため面的に全ての点を観測できないこと、②急傾斜地では計測精度が低下すること、が

挙げられる。ATLASでは、①の欠点を補うためにマルチレーザビームでフットプリント数を増

やしている。植生観測を主目的としたライダとして、米国の GEDI と日本の MOLI があり、い

ずれも ISSへの搭載が計画されている。GEDIは 3つのレーザー（波長 1064nm、出力 17mJ、

繰り返し周波数 242Hz）によるマルチレーザビーム送信を行い（7方向×2、ビーム間隔 450m）、

直接検波方式によって樹高を計測する。ATLASと同様に、マルチレーザビームによりフットプ

リント数を増やすことで上記①の欠点を補っている。MOLI は近接するマルチビームを用いて

地面の傾斜を推定し、樹高やバイオマスの計測精度を向上することで上記②の欠点を補おう

というユニークなライダである(Asai et al., 2012)。GEDI と MOLIは、観測期間を一部オー

バーラップしつつ連続して観測をおこなう計画である。しかし、植生の観測においては長期

間にわたるモニタリングが本質的であるため、GEDI や MOLI で培われた技術を利用した後継
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のライダ計画への期待は非常に大きい。 

 

風・温室効果ガス観測 

 ライダの優位性が明確な観測に、ドップラー風ライダによる風速測定とメタンや CO2などの

温室効果ガスの測定がある。気象要素の観測について、現在の衛星観測システムは温度と水

蒸気関連の測定に偏重しており、全球的な風の観測が望まれている 。現在、衛星からの全球

ベクトル風観測はマイクロ波散乱計と赤外放射計により行われており、1層もしくは 2，3層

を高度分解能 2-4 km、水平分解能 4kmでベクトル風が抽出されている。抽出される風は、ラ

ジオゾンデによる高層気象観測に対し、<2 m/sのバイアス、>4  m/s の二乗平均平方根ベク

トル差を持つ、また、その推定高度も悪い。このような高分解能観測で捉えられる構造につ

いては地衡風近似が成り立たないので、温度や気圧から風を推定することは難しく、その意

味でも風ベクトルの直接観測が必要である。 

 欧州では、直接検波方式（インコヒーレント方式）のドップラライダである ALADIN/ADM-

Aelous（2017年に打ち上げ）が計画されている。ALADINの空間分解能は、高度分解能 0.5-2 

km、水平分解能<100kmであるが、風計測は視線方向のみであるため、ベクトル風は得られな

い。ALADINでは、アイセーフ領域である紫外域の単一波長レーザー（波長 355nm、出力 80mJ、

繰り返し周波数 50Hz）が用いられる。米国でも、直接検波方式によるドップラー風ライダ 3D 

wind の検討が行われているが、まだ計画は具体化していない。 

 温室効果ガスの測定については、メタン観測を目的とした光路積分差分吸収ライダ（IPDA）

MERLIN が欧州 DLR-CNES で開発され、2020 年頃の打ち上げが計画されている。一方、米国で

は、ASCENDS においてライダによる CO2 測定のフィージビリティスタディが複数の方式につ

いて行われたが、衛星計画は具体化していない。 

 日本では、光へテロダイン検波を用いるコヒーレント方式のライダ技術の開発が NICT で継

続的に行なわれている(Ishii et al., 2010)。赤外の単一波長レーザーを用いるコヒーレン

ト方式により、小・中型衛星にも搭載可能なドップラー風ライダが実現可能である。NICTで

は、衛星搭載コヒーレントドップラー風ライダのシミュレータを開発し風観測の性能評価を

行うとともに、観測の数値予報への効果を定量的に評価するためのシミュレーション（OSSE）

を行っている(Ishii et al., 2016)。コヒーレントドップラー風ライダのレーザー技術、光

検出器技術は温室効果ガスの計測にも共通するものであり、波長 2μm の差分吸収ライダ

（DIAL）の研究も NICTで同時に進められている (Ishii et al., 2010, 2012)。 

 

4.5.3.  想定されるシナリオ 

 衛星搭載ライダの様々な提案がなされているが、継続的な観測とセンサの改良によってデ

ータ利用が深化すると期待される分野と技術実証あるいは単発の研究観測ミッションは分け
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て考える必要がある。前者については、例えば大気分野では CALIOP/CALIPSOの発展的継続が

望まれる。また、ISS搭載 MOLIの後継として実利用のための植生ライダの長期運用が望まれ

る。この他、温室効果ガスの継続的な観測の中でライダの利用による高精度化の可能性も期

待されている。 

 技術的観点からは、大気観測のうち後方散乱ライダについては、植生ライダと一体化する

ことが可能であると考えられる。後方散乱ライダに求められる最小限の機能は、１波長の後

方散乱と偏光解消度である。これらは雲の相識別、微物理特性の抽出、雲・エアロゾル気候

モデルの検証、 同化に定量的に利用可能である（例えば、Sekiyama et al. 2010）。また、

高度計としての運用やマルチビーム、スキャン等も、植生・大気ライダの発展型に取り込む

ことができると考えられる。日本のライダの継続的ミッションとして、現時点では、MOLIお

よび後継の植生・大気ライダに集中して開発を進めることが重要であろう。一方、温室効果

ガスの測定については技術的な課題が多いが、GOSAT 後継への搭載を目指したライダの開発

が継続されることが望まれる。 

 ドップラー風ライダについては 2024-27 年頃に米国と日本で連続して複数を打ち上げるこ

とが提案されている。これによって、光へテロダイン検波方式と直接検波方式によるドップ

ラー風ライダの技術的な検証を行い、さらに数値天気予報等へのインパクトを科学的に検証

し後継ミッションに発展することが期待される。 

 ライダ技術の基幹はレーザー技術にあり、その技術発展は今後のライダ衛星計画において

不可欠である。衛星搭載大気ライダ計画 ELISE において宇宙用レーザーの試作等が行われた

が、実現には至らなかった。ISS搭載植生ライダ MOLI は、その開発途上のレーザー技術を実

用にまで昇華することが課されており、日本の衛星ライダ計画を未来へ繋ぐ重要な架橋とな

っている。MOLI で開発される宇宙用レーザー技術は、植生・大気ライダ、GOSAT 後継、そし

てドップラー風ライダで必須となる。特に、より高度なレーザー技術を必要とする GOSAT 後

継やドップラー風ライダでは、レーザー技術のさらなる発展が遂げられ、その技術は、その

他のエアロゾル・雲の多波長高スペクトル分解ライダ、多重散乱ライダ、水蒸気ライダ（上

部対流圏、下部成層圏の水蒸気）、2波長を必要とする差分吸収ライダ等のより高機能なライ

ダに共通する技術として、研究観測ミッションに継承される。 
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図４．５．１ ライダミッションのロードマップ 
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4.6. 大気化学   

笠井康子(情報通信研究機構/東工大)・林田佐智子(奈良女子大)・金谷有剛(JAMSTEC)・北和

之（茨城大）・入江仁士（千葉大）・齋藤尚子（千葉大）・今須良一（東大） 

 

4.6.1 大気化学分光センサ 

4.6.1.1. これまでの歩みとこれからの方向性 

 

大気中に存在する微量成分の衛星観測は、こ

れまで主に、オゾン層破壊、地球温暖化、大

気汚染など各種グローバル環境問題の「実態

把握」とその「現象プロセスの理解」を大き

な目的として実施されて来た（図４．６．１）

これらの大気衛星観測は常に環境政策と共

にある。 

 1970年代後半において人為起源のフロン

等によるオゾン層破壊問題が台頭してきた

ころは Total Ozone Mapping Spectrometer 

(TOMS)などの太陽光後方散乱紫外線分光計

によるオゾン全量観測が主力であり、これらにより「オゾンホール」を捉え、世界に大きな

インパクトを与えたものである。1987 年のモントリオール議定書成立後はオゾン破壊現象

のメカニズム研究が盛んになるが、衛星観測ではオゾンとその破壊物質を観測する Limb 観

測センサ（可視紫外、赤外、マイクロ波）によるオゾン破壊物質観測の黄金期を迎えた。図

４．６．２に示すように Limbセンサの観測周波数帯は多岐に渡り、太陽光散乱可視紫外遠

赤外分光計、赤外放射分光、太陽赤外光掩蔽分光、マイクロ波分光などほぼ既存の衛星にお

ける全分光周波数帯を

カバーし、打上衛星数

は 1978 年から２０１０

年の間に世界で２０に

ものぼった。これらオ

ゾン層破壊現象の観測

センサにおいて、日本

では ADEOS搭載の ILAS

（赤外掩蔽）、 ILAS-II

（赤外掩蔽）、国際宇宙

図４．６．２ オゾン層破壊微量成分などを計測する Limb

観測センサ。 (S. Tegtmeiere et al., 2013, JGR, 118, 

12,229, doi:10.1002/2013JD019877) 
 

図４．６．１ 地球環境問題と衛星センサ 
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ステーション搭載の SMILES（サブミリ波）、３機のセンサ打上実績がある。これらはいずれ

も分光スペクトルの正しさと美しさ（縦軸横軸のキャリブレーション精度確度など）では世

界トップの技術を誇る。 

 温暖化問題衛星観測に関して日本は世界で最も早く実装を行ない、それ故に現在でも世界

を牽引する立場にある。地球温暖化に関連し CO2、CH4 を観測する GOSAT衛星を世界で初め

て打ち上げ(2009年)たが、温暖化物質観測衛星において熱赤外バンド（TIR）と短波長赤外

バンド（SWIR）の両バンド搭載は GOSATのみである。これについては別途項目があるので詳

細は割愛する。 

 近年、大気汚染による健康被害が深刻化しており、WHO(World Heath Organization) 

2012 年の報告によると年間 3700万人の人間が大気汚染により死亡していると見積もられ、

室内室外を含めると世界の８大死因の一つに上げられている。国際的には、短寿命気候汚染

物質削減のための気候と大気浄化の国際パートナーシップ（CCAC)閣僚級会合が定期的に開

催されており、政策的にも重要な側面を持つ。これらの大気汚染物質の衛星観測は、2000

年代当初に打ち上がった米国 NASAの AURA(2004年打上げ)搭載 OMI（太陽光散乱可視紫外線

分光計 Nadir）TES（赤外放射分光計 Nadir）や、ESA の Envisat(2002年打上げ)搭載

SCHIYAMACHY（太陽光散乱可視紫外近赤外線分光計 Nadir-Limb）などが科学観測衛星として

汚染大気観測の先鞭をつけたものである。 

 現在では、大気汚染天気予報のように、汚染大気を時々刻々と追跡して時空間的に密に観

測することの重要性から ESA、NASA、KARI(韓国)のそれぞれが静止衛星計画を進めている。

そのうち ESAではの Sentinel4は Meteosat Third Generation satellites シリーズにおけ

る太陽光散乱可視紫外線分光計搭載の静止衛星であり、Sentinel5は同様の測器を搭載した

低軌道衛星である。NASAは静止衛星軌道上に TEMPO（太陽光散乱可視紫外線分光計）を

2018 年に打上予定。さらにアジア域では、韓国が静止衛星軌道上に GEMS（太陽光散乱可視

紫外線分光計）を 2018年に打上予定である。日本は大気汚染衛星観測分野では世界に大き

く遅れをとっており、搭載計画は国際宇宙ステーションミッション uvSCOPEのみである。 

 大気化学観測衛星に関しては、これまで「日本大気化学会」の下部組織である「大気環境観

測衛星検討会」が平成 18年度からとりまとめて検討してきている。u 

4.6.1.2. 背景  

 我が国の地球観測の将来計画に関する提言-科学的側面-（平成 27年 8月、タスクフォース

会合・リモートセンシング分科会（TF）地球科学研究高度化ワーキンググループ）に報告さ

れている通り、進行中の地球環境の大規模な変化においては、大気と海水の化学組成や物理

構造、さらに陸域と海洋の生態系までもが互いに影響を与えあっており、大気の化学組成の

変動を監視することは極めて重要な地球観測要素の一つと認識されている。また、同提言の

６章「将来取り組むべき新しい技術の開発（提言４）」には、イメージング分光計について、
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「水平分解能１km程度、走査幅 250km、周波数分解能 0.1nm程度で NO2やオゾン、エアロゾル

などを観測することで、大気汚染の小さなホットスポットを捉え、より正確なインベントリ

や予測を行うことが可能になる。これは大気汚染と健康被害や作物被害との関連づけにおい

て重要な観測である。」と記述されている。 

 これらの大気汚染物質の成分は粒子状物質 (PM)、オゾン（O3）、二酸化窒素(NO2)、二酸化

硫黄(SO2)などであり、その発生源は工場、自動車、森林火災、家畜など多岐に渡る。これら

大気汚染物質は長距離輸送による越境汚染の影響が大きいことが特徴である。特にアジアで

は、中国・インドをはじめとする新興国の経済発展がめざましいが、その反面大気汚染によ

る環境悪化が大きな問題となっており、越境汚染として近隣諸国あるいは北半球全体の大気

環境に影響を及ぼしつつある。日本でも地表オゾン(オキシダント)濃度がほとんどの地域で

環境基準超過の状態であり、光化学スモッグ注意報が発令される高濃度となる地域や頻度が

増加しつつある状況が続いている(図４．６．３)。これは中国大陸や朝鮮半島付近から放出

されている大気汚染物質の影響であると強く疑われている。しかし、中国・朝鮮半島と日本

の間の海上において常時大気汚染監視を実施することは現実的には困難であり、衛星からの

実態把握に強い期待が持たれる。 
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4.6.2．静止衛星からの大気環境観測：Geostationary Monitoring of Air Pollution(GMAP)-

Asia 

 アジアにおける大気汚染の実態把握に最も有力と思われるのは、静止衛星をアジアの赤道上

に打ち上げ、大気汚染物質の空間的・時間的変動を常時監視することである。静止衛星から

の観測の特徴として、軌道衛星と異なり、

24 時間常時連続した観測が可能である

ことが挙げられる。従って、短寿命化学

種の速い動態変化の検出が可能である。

静止衛星による大気化学種の観測は、い

わば気象衛星「ひまわり」の大気汚染版

である。静止衛星からの大気環境観測に

期待する項目は様々であるが、特にオゾ

ンとその前駆物質の観測が重要である。 

  オゾン観測にあたってまず留意すべ

き点として、鉛直分布を高度によって分

離して観測する必要性が挙げられる。境

界層から対流圏下部においては、オゾン

は直接人体や生態系へ悪影響を及ぼす。

一方、上部対流圏オゾン増加は地球温暖

化に重要な影響を与える。 

  

静止衛星によるアジア上空のオゾン観測

によって、オゾンの環境影響を定量的に

示すとともに、我が国への流入量、アジ

 

図４．６．３ 地表オゾン濃度 1時間平均値が

120ppb を越えた日数。 (a)1985 年および

(b)2010年。(環境省 webサイトより) 
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ア域でのオゾン生成量、アジア

から太平洋等へのオゾン流出量

について理解する。 

 また、前駆物質からの対流圏オ

ゾン生成プロセスの定量的理解

を進めることが可能であり、ま

たモデルと組み合わせ、アジア

域でのそれら前駆物質の発生源

分布とその変動についての知見

を大きく向上させることができ

る。 

静止衛星観測によって、対流

圏オゾンあるいはエアロゾルが

高濃度となっている気塊が、

時々刻々輸送され、越境汚染の

状況が一目でわかるであろう。

また対流圏オゾン・エアロゾルとその前駆気体の観測値をモデルに同化することで、それら

の変動の数値予測精度を大幅に向上させ、大気環境状況や越境汚染の精度の高い予測が可能

となると考えられる(図４．６．４)。すなわち「化学天気予報」である。 

大気環境観測衛星検討会がまとめた静止大気環境観測計画 GMAP-Asia との観測要求と仕様

要求（表４．６．１、表４．６．２）を示す。表４．６．１ 

時間分解能 1―6 時間（目的に応じて選択可能） 

東アジアの大気質観測では、1-2 時間が望ましい。イベント観

測(光化学スモッグ・森林火災・火山噴火)時などは 1時間程度

が望ましい。 

時間カバー 24時間/日（紫外/可視光観測は昼間のみ） 

空間カバー アジア広域・東アジア全域・大都市上空を目的によって選択。 

水平分解能 1x1 km―50x50 km（目的に応じて） 

東アジアの大気質観測のためには 10x10kmが望ましい。航路、

放出源や都市大気質観測を行う場合は、1x1 km―2x2 km 程度が

望ましい。 

鉛直分解能 対流圏-成層圏分離 

全ての化学種について、境界層(0-2km)の分離が望ましい。 

プロダクト 標準 オゾン（O3）・二酸化窒素(NO2)・一酸化炭素（CO）・エアロゾ

ル光学的厚み（AOT）・ HCHO・輝度温度・SO2 

拡張 境界層 O3・HNO3・PAN・CH4・CH3OH・CH3CHO・H2O2・HCN・NH3・CHOCHO・

エアロゾルタイプ分類・CO2・エアロゾル量・水蒸気 

 

 

図４．６．４ オゾンはじめ様々な物質の静止衛星

観測値を同化できたときの、東アジア地表オゾン濃

度の予測精度改善率(%)。（大気環境観測衛星検討会

での検討資料）pbを越えた日数。(a)1985年および

(b)2010年。(環境省 web サイトより) 
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これに加えてさらにサブミリ波分光センサも搭載することで、成層圏-対流圏分離がより容

易になり精度が向上できる。 

 

表４．６．２ 

センサ 紫外/可視ハイパースペク

トルイメージャー 

赤外ハイパースペクトルセ

ンサ 

観測波長（波数）域 O3・SO2・NO2・HCHO およびエ

アマスファクター導出に必

要な O4などの観測バンドを

カバーするために、観測波

長域は280―580 nmとする。 

気温・水蒸気・O3・CO・HNO3

などの観測バンドをカバー

するために、観測波数域は

700–1200 cm-1 お よ び 

1600―2250 cm-1とする 

波長（波数）分解能 観測対象物質等の吸収構造

を十分に分解して計測する

ために 0.4 nm程度 

対流圏カラムが分離できる

程度の鉛直分解能を実現す

るため 0.6 cm-1以下 

時間分解能(対象域カバー

に要する) 

1-2時間程度 1時間程度 

空間分解能 2-10km程度 10km 程度 

感度・S/N比 波長 330nmにて S/N>500 

波長 500nm にて S/N>350 

波 数 1030(cm-1) に て

S/N>200 

波数 2160(cm-1)にて S/N>30 

 

 このようなアジア域における静止衛星からの大気環境観測については、韓国が

GEMS(Geostationary Environmental Monitoring Spectrometer)と命名された装置を静止衛

星 GEO-KOMPSAT2Bに搭載し、2018年に打ち上げ予定である。このことは、韓国が日本上空の

大気汚染情報を把握することを意味する。我が国の安全保障の観点からも、我が国が独自の

静止衛星観測を展開することが将来の課題であろう。 

 

4.6.3．低軌道周回衛星（ISSを含む）からの大気環境計測：APOLLO、 uvSCOPE提案 

低軌道からの衛星観測では、静止軌道や高度約 700km の太陽同期極軌道からの観測の場合

と比べて、空間解像度向上の利点が高く、水平分解能で 1km 四方（従来面積比で約 100 倍の

分解能）までの大気汚染分子観測が可能と見込まれている。このことにより、空間的な不均

一さの大きい発生源分布を解像し、正確なインベントリや予測を行うことが可能となる。ま

た、ホットスポットを明らかにして、健康・作物被害を起こす大気汚染に関して個別発生源

への対策を導くことが可能になる。 
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その際、地上約 400km を

飛行する国際宇宙ステーシ

ョン(ISS)は利用価値が高

い。こうした解像度の向上

だけでなく、我々が提唱す

る「ISS 地球観測所」構想で

は、マルチセンサによる同

一分子の多波長計測から高

度分布を導出したり、多数

の大気汚染分子やエアロゾ

ル等の情報を複合的に解析

に用いたりすることも期待

される。 

 ISS 搭載大型ミッショ

ンとしては Air POLLution 

Observation (APOLLO) ミ

ッション提案が存在してい

る。これは紫外可視・熱赤

外（下方視）とマイクロ波

（リム）による「多波長オ

ゾン計測」によって、成層

圏と対流圏（オゾン全カラ

ム濃度の約１割）の大別だ

けでなく、対流圏分をさらに高度方向に３層分離して計測する（図４．６．７）。このことに

より、温暖化影響の大きい上部対流圏での量(UT)、大陸間長距離輸送に強く関与する中部対

流圏量(LT)、健康影響に直結する下部対流圏・境界層での量(LMT)を分離した解析が可能とな

 

 
図４．６．６  低軌道衛星・国際宇宙ステーションからの観
測による「高解像度化」（上、関東での NO2の大気汚染分布観
測イメージ）と「高度分解観測」（下、対流圏オゾンの３層分
離）。 

従来の衛星観測（25km四方）
新世代観測(1km四方の場合）から、
「個別発生源※」を識別
※船舶・幹線道路・郊外発電所・工場等

上部：温暖化影響

中部：大陸間長距離輸送

下部：大気汚染・健康・農業

高
度

(k
m

)

対
流

圏
オ

ゾ
ン

オゾン分圧(mPa)

従来法による
対流圏オゾンの分離

新世代観測：

対流圏オゾンの三層
分離、役割毎の観測

NASA GODDARD HOMEPAGE for 
Tropospheric Ozone 
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る。また、APOLLOでは下方視紫外可視センサに回折格子を用いたイメージング分光計を採用

し、最重要な大気汚染分子である NO2について面的に連続で、かつてなく高い水平分解能(1-

2km 四方)で計測できるものである（具体的には、都市域でのカラム濃度を十分に計測できる

検出下限値 2x1015 cm-2を達成するための必要な S/N 比は 500-1000 程度(425-450nm)であるこ

と、アパチャーサイズ等を最適設計すると、仕様を満たすセンサが実現可能であり、その際、

２次元検出器のうちの１次元を分光に費やすが、残りの 1 次元の空間方向（アクロストラッ

ク方向）は同時計測する。走査幅として 200kmが実現可能） 

 これは、従来の数十 km四方の観測では見逃されてきた、船舶・幹線道路・郊外発電所・

工場等の「個別発生源」の識別が可能となるということを示す。また、これらの発生源から

の窒素酸化物の排出が、オゾン・PM2.5エアロゾル等の二次汚染にどのように結びついている

かを解明することができ、必要な対策を導くことができる。合わせて、土壌や雷、森林火災

等の自然起源からの NOx 排出の役割についても高い精度で解析することが可能となる。さら

に、NOx 排出源付近では、大気化学の非線形現象を解明することができる。具体的には、対流

圏大気化学の根幹とも呼ぶべき HOx ラジカル化学の非線形性に由来して、オゾンの生成につ

いても NOx 制限・VOC(揮発性有機物)制限のレジームが存在することが理論予測されている

が、こうした理論の検証や現象解明に取り組める。 

 

 

 

 

 
図４．６．７  APOLLOで検討したオゾンの多波長観測計測のジオメトリ（左上）、観測条
件（左下）とシナジーリトリーバルでのアベレージングカーネル例（右）。対流圏を LMT, LT, 
UT の三層に分離できる。 
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ISS の軌道は太陽非同期であり、計測

範囲はおよそ北緯 50 度～南緯 50 度に

限られ、定点あたりの観測地方時は一

定しないこととなる。しかしながら、上

記の条件で東京付近の緯度では定点あ

たり十数日に一度観測機会があるこ

と、一度のスナップショット観測によ

っても発生源分布や発生源周辺の非線

形化学の解析が可能となることなどか

ら、十分な意義が見出されると結論さ

れている。また、さまざまな時刻の観測

の集積によって、発生源強度や光化学

反応の日変化に関する情報も得られ、

太陽同期軌道からの観測と合わせてデ

ータ同化に用いる意義が高いこと、北緯 50度付近の都市（例えばロンドン）では高密な観測

機会が得られ詳細な解析が可能となることも新たな特徴と言える。全球での 1km 四方分光観

測ではデータ量が膨大となるが、優先解析地域の選定や軌道上処理により、データ量を妥当

な範囲へ抑えることは可能である。 

uvSCOPE はイメージング分光計による下方視紫外可視センサを単独に抽出したもので、サ

イズが 738×460×300mm程度、質量が 50kg程度であり、与圧部でのセンサ輸送による ISS 中

型ミッションでも十分に成立する。国産検出器で NO2 を計測することを検討した場合の仕様

を表４．６．３に示す。ハードウェアとして国産でチップ化可能な CMOS検出器を用いること

ができ、国際競争力の維持・発展が見込まれる。 

 また、uvSCOPEは小型衛星への搭載の可能性がある。小型衛星を多数展開することで、高い

空間分解を保持したまま、さらに時間的に密な観測を行うことが可能となる。これにより、

都市スケールの大気汚染状況の速報が可能になるであろう。 

 

4.6.4. まとめ 

 大気化学組成の変動を監視することは衛星観測の将来計画を設計する上で、極めて重要な

観測要素である。しかしながら、過去 20年の間に世界的に大気化学組成の観測が進んだ状況

下にあって、我が国は海外に大きく遅れをとっているのが現状である。韓国の GEMSの例に見

られる通り、我が国の安全保障の観点からも憂慮すべき事態である。 

 日本においては大気環境観測衛星検討会の場で、静止衛星、低軌道衛星、および小型衛星

搭載装置について詳細な検討を行わわれ、その検討結果を報告書や論文として出版されてい

表４．６．３  uvSCOPE にて検討したイメー

ジング分光計の仕様。 
 460-490nm イメージング分光計 

波長範囲 460nm-490nm 

分光分解能 0.42 nm または 0.2nm ※ 

前置光学系 ±14 または± 21 deg ※ 

検出器 

素子数 

素子サイズ 

国産 CMOS 2048 ×2048 素子 

6.5μm× 6.5μm 

または 

CCD 1252(H) x 576(V) 素子 
22.5 x 22.5 μm 

観測対象 標準プロダクト:NO2, O4 (エアロゾル・雲

判定情報導出のため) 

寸法(mm) 490X320X290 (分光器本体部分） 

F 値 3.5 

検 出 器 の

SNR 

約 500 @460-490 nm 

データレート 約 3MBps (優先解析地域を調整) 
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る。さらに小型衛星搭載を念頭に、さらなる小型 UV-VIS 分光器による大気化学観測について

も実現可能性がある。 

 UV-VIS分光観測で対象とするオゾンや NO2、SO2、HCHO などの化学種は、大気中での寿命が

短いため、高い時空間分解能が要求されることが特徴である。静止衛星は同じ領域を観測す

ることが可能であるため、軌道衛星に比べて時間分解能に優れるが、軌道が高いための制約

がある。一方、従来の周回軌道衛星では、同じ場所に対して一日一回程度の観測となり、日

変化をとらえられない。ISS などの低軌道プラットフォームは空間分解能を細かくできる利

点があり、APOLLO では水平分解能で 1km 四方を目指しているが、観測軌道が不規則となり、

同じ地点を継続的に観測するには不備な点もある。一方で、我が国の環境監視を優先するの

であれば、静止衛星観測を中心に小型衛星を補助的に活用する戦略も考えられる。 

 これらの複合システムの概念を図４．６．８にまとめた。技術的には、UV-VIS 分光系は比

較的小型化が容易であり、静止気象衛星への搭載と様々な低軌道飛翔体への搭載を組み合わ

せることによって、効果的な環境監視が可能になるであろう。 

 

 

  

図４．６．８ 大気化学種観測のための複合システムのイメージ図 
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図４．６．９ 大気科学ミッションのロードマップ 
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4.7. 温室効果ガス 

今須良一（東京大）・横田達也（国立環境研）・松永恒雄（国立環境研）・齋藤尚子（千葉大） 

 

4.7.1．はじめに（経緯、現状） 

人工衛星搭載センサによる大気中二酸化炭素（CO2）測定の歴史は比較的浅い。それは、CO2

の大気中濃度が極めて安定的に一様であることから、熱赤外(TIR)域の CO2吸収帯は、より変

動の大きい気温測定に用いられてきたからである。しかし、Chedinら 1)は、米国 NOAA衛星搭

載の TOVS/HIRSセンサと気象ゾンデにより測定された気温の差異の長期トレンドが、CO2の濃

度変動と一致することから、熱赤外(TIR)センサによる CO2測定の可能性を示した。それを皮

切りに、IMG2)（日本）、 AIRS3)、 TES4)、 CrIS5)（米国）、 IASI6)（欧州） などの赤外サウン

ダにより、対流圏上部の CO2濃度が解析され、それらのデータを輸送モデル計算と組み合わせ

て用いるインバース解析に利用することで、大陸規模での CO2の排出・吸収強度を求めること

に成功した。 

一方、1.6～2.2μm の短波長赤外(SWIR)域にある CO2の吸収帯では、対流圏下部の CO2濃度

に感度があり、炭素循環研究の観点からは TIR よりも有用な情報を得られることから活用が

望まれていた。しかし、2000年初期まではセンサ感度が十分でないことから、CO2濃度の解析

が難しいとされてきたが、SCIAMACHY7)により反射率の高い陸上での解析が可能なことが示さ

れた。これを踏まえ、また、社会的なニーズに応える形で、2009年、GOSAT8)（図４．７．１）

が打ち上げられ、海上（主にサングリント）を含め、現在も CO2 とメタン(CH4)の気柱平均濃

度の計測が続けられている。特に、GOSATは SWIRと TIRのバンドを同時に搭載する唯一の衛

星であり、これらの統合解析により、対流圏下層のガス濃度の推定が可能となる。2009年に

打ち上げに失敗した米国の OCO は、日本側から提供された GOSAT データの解析により次号機

の打ち上げに備え、2014年に OCO-29)の打ち上げに成功した。 

 

4.7.2．現在進行中の計画 

 GOSATの後継機である GOSAT-2は、センサ感度の向上、晴天域を能動的に選定して観測する

図４．７．２ GOSATにより測定された二酸

化炭素濃度（月平均値） 

図４．７．1  GOSAT 
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インテリジェントポインティングの採用により、データ数と測定精度を向上させ、2018年の

打ち上げを目指している。OCO-2の後継機である OCO-3 は、2018年以降に国際宇宙-ステーシ

ョン(ISS)に搭載される予定である。また、OCO-2と同じ方式でほぼ同等の性能を有する中国

の TanSat10)も 2016 年夏に打ち上げられる。空間分解能と広域性の両立を目指した欧州の

Carbonsat ミッションは採択されないことがほぼ決まり、代わって大都市などをターゲット

にした高空間分解能な MicroCarb11) (CNES)が 2020 年の打ち上げを目指して計画を進めてい

る。Sentinel-4 ミッションとして、静止衛星 MTG-S12)に搭載がされる熱赤外サウンダである

IRS も CO2や CH4などの温室効果ガスをターゲットにしており、欧州の IASI や米国の CrIS な

どと伴に、長期シリーズ化することがほぼ確実となっている。これらの熱赤外サウンダは、

幅広い波長域をカバーするフーリエ分光器（FTS）であることから、CO2や CH4と同時に、オゾ

ン、CO、 SO2、 NO2、 アンモニア、ギ酸、ホルムアルデヒドなど 13)といった化学種も同時解

析することが可能であり、大気環境の監視などの役割も期待されている。 

 

4.7.3．科学的目標（観測ターゲット） 

GOSAT 初号機の最大の目標は、亜大陸規模での CO2の排出・吸収の推定誤差を半分にするこ

とであり、一部の地域でそれが実現できたことが確認されている。そのことを踏まえ、GOSAT-

2では、より高精度、広域（高緯度）の観測により、国レベルに近い規模での吸収・排出の制

度向上を目指す一方、メガシティーなどの大規模発生源の集中観測を可能にすることを目指

している。また、GOSAT初号機で実証された植物の太陽光励起クロロフィル蛍光(SIF)測定 14)

の感度向上により、陸域植生における CO2 吸収量（GPP や NPP）推定の精度向上を目指す。

GOSAT-2のサイエンスプランでは、CO2については、１）CO2収支解析におけるトップダウン手

法とボトムアップ手法の統合、２）陸域生態系モデルの高度化とインバージョン解析への統

合、３）ホットスポットの特定と早期検出、４）REDD+に資する情報提供などを掲げている。

CH4については、１）温暖化に伴う湿地からの CH4放出、２）パイプラインからのリーク監視、

３）農業起源の CH4 発生量の監視、４）長期増加率変動のメカニズム解明などを目指してい

る。 

図４．７．３  GOSAT Level 4B データ 

 

図４．７．４  GOSATにより測定された太

陽光励起クロロフィル蛍光(SIF)の全球分

布 (Frankenberg, and Coauthors, 2011) 
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世界的には、衛星観測による大都市からの CO2 排出量監視に重点を置こうという方向性が

伺える。例えば、米国インディアナポリスにおいては、電気自動車導入による CO2 削減効果

を、タワー観測と衛星データから検証しようという計画が進行中である。しかし、人為起源

の CO2排出量推定の高精度化を目指す一方で、陸域植生や海洋への吸収など、自然起源の炭素

循環に関する衛星プロジェクトの位置づけが明確でない計画も多い。このような中、GOSATシ

リーズでは、クロロフィル蛍光(SIF)などの陸域植生に関する情報の同時取得と併せ、熱的放

散指数(PRI)や水渇水ストレストレンド(WST）といった植物生理生態学的なデータの統合的な

利用により、陸域生態に関わる炭素循環研究の高度化を目指す。これらは、GCOM-Cや GCOM-W

など日本の他の衛星との複合利用により、実現されることが期待される。また、センサ感度

の向上により、これまで検出が難しいとされてきた安定炭素同位体（13C）比の解析が可能に

なることで、人為起源と自然起源の CO2変動の寄与の分離が可能になることも目指している。 

 

4.7.4．技術的目標 

雲域回避のためのダイナミック（インテリジェント）ポインティング、SNR向上によるサン

グリント以外の海上や低照度の高緯度への観測域の拡大が当面の技術開発課題である。 

これまで、GOSATは観測点数の点では SCIAMACHYや OCO-2、他国の将来センサなどと比して

劣るとされつつも、0.5%以上という圧倒的に高い絶対校正精度において、他のセンサよりも

優れているとされてきた。この点においては、SNR の更なる向上と校正技術の改良により、

GOSAT データの優位性を保ち、他のセンサの規準となる高い精度の観測を続けていくことが

何よりも期待されている。 

一方、雲回避と大都市における大規模発生源の特定を可能にする瞬時視野（IFOV）の向上

と同時に、１次元・２次元のアレイ素子を用いたイメージング FTSの開発が検討されている。

また、欧州では可動部の無いスタティック FTS15)を用いた地上実験も実施され、ある程度の実

用化に目途がついてきた。今後、これらの技術を用いた高空間分解能・広域・高感度な FTS を

用いた赤外サウンダの開発が進んでくるものと考えられる（例えば GOSAT-3への搭載）。これ

らの技術が発展、確立すれば、最終的には静止衛星に搭載し、高時間分解能な観測を目指す

ことが期待される。 
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図４．７．５ 温室効果ガス観測センサのロードマップ 
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4.8. 静止衛星 

操野 年之（気象庁）・笠井康子（NICT/東工大）・本多嘉明（千葉大）・中島孝（東海大）・村上

浩・可知美佐子（JAXA）・平田貴文（北海道大）・石元裕史（気象研） 

 

4.8.1．背景 

地球観測衛星に対しては常に観測の高解像度化、高頻度化が要求されるが、両者は必ずし

も両立せず、特に極軌道衛星による観測において高頻度観測を実現するためには複数個の同

じ観測仕様の衛星を投入する必要がある。一方で近年の技術革新により、近い将来に静止衛

星軌道からの１００－３００m の空間分解能の観測が現実味を帯びてきている。事実、現行の

静止気象衛星「ひまわり８号」の可視（赤）バンドは既に５００mの地上解像度を実現してい

る。そこで、高緯度地域は極軌道衛星の観測の重なりを利用し、中低緯度地域は静止衛星を

利用して高頻度観測を全球で実現することを考えるべきである。ただし、極軌道衛星の直下

は観測対象との相対角度が一般的な観測になるのに対して、静止衛星では直下から外れるに

従って観測角が大きくなるため解析に工夫が必要になるが、これは極軌道衛星と同じ時刻の

静止衛星の観測データを利用して補正情報を作ることで克服できる。 

さらに、地球観測衛星による観測データは高解像度、高頻度、高ビット、多バンドなどの

高精度化に伴いデータ容量が飛躍的に増大することが予想され、これは大きな問題になる。

衛星から地上への大容量データのダウンリンクはレーザーを使った光通信が有望だが、地上

付近の雲やヘイズが妨げになり随時通信ができる訳ではない。そこで考えられているのが、

予め晴天率が高い地域を複数選んで地上の受信局を設置し、上空に妨げがない地域の受信局

を選択的に選んで送信することで、全体としては常時通信を確保し、地上回線を通じてデー

タを集める方法である。その際、どの地域が通信可能な受信局なのかは静止気象衛星で判断

し、静止光データリレー衛星から地上の然るべき受信局に送信することにより実現する。 

静止地球観測衛星（気象観測を含む）と J トレインが生み出す大容量の観測データを静止

気象衛星と静止光データリレー衛星を使ってストレスフリーで地上にダウンリンクする有機

的な静止・極軌道衛星群運用を実現することが、アジア諸国を我が国の衛星ビジネスに参加

してもらう強い動機になると考えられる。 

 

4.8.2．日本の静止気象衛星計画 

日本の静止気象衛星計画は、1978年～1979年に実施された「第 1回 GARP 全球実験（FGGE）」

において、全球を５機の静止気象衛星を用いて同時に観測する計画が提起され、それに貢献

すべく、欧米の宇宙機関（NASA、ESA）と連携して NASDA（当時）が静止気象衛星 GMS

（Geostationary Meteorological Satellite）初号機を 1977年に打ち上げたことにより開始

され、現在に至っている。 
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GMS 初号機から GMS－5 までは“スピン安定”方式の衛星で、MTSAT 以降は“３軸安定”方

式に変更され、より高性能の観測測器の搭載が可能となっている。現行の「ひまわり８号」

は、2016 年中に打ち上を予定している同一観測仕様の「ひまわり９号」と共に東経 140度の

赤道上で相互バックアップの観測体制を確立し、2029 年まで観測を継続する予定である。 

（日本及び欧米の次世代静止気象衛星整備計画を図 4.8.1に示す） 

 

4.8.3．現行「ひまわり８・９号」搭載観測測器 

（日本及び欧米の次世代静止気象衛星搭載高性能イメージャの仕様及び他の極軌道気象衛星

等との比較を表 4.8.1に示す） 

 

4.8.4．今後の計画 

 静止気象衛星による全球観測は、現在、６機程度の静止気象衛星によりカバーすることで

実現されており、今後についても、世界気象機関（ＷＭＯ）が定めた全球観測計画のベース・

ラインに準拠した観測仕様の実現が求められている。2025 年を指向した要求仕様が、WMO が

組織する「衛星システムに関する専門家チーム（ET-SAT）」における検討をふまえて、「ET-

SAT2025（Vision for the Global Observing System in 2025）」として既に策定されており、

現在、それをベースに、2040年を指向する観測要求仕様を検討中であり、将来的に「WIGOS2040」

として答申される予定である。 

「ET-SAT2025」では、 “経度で約６０から７０度間隔に配置された６機程度の静止気象衛

星”により観測体制を継続することが求められており、構成する個々の静止気象衛星に搭載

される共通の観測仕様及び抽出される物理量は以下のとおりである； 

(1) High-resolution multi-spectral Vis/IR imagers  

- cloud amount, type, top height/temperature 

- wind (through tracking cloud and water vapor features) 

- sea/land surface temperature 

- precipitation 

- aerosols 

- snow cover 

- vegetation cover 

- albedo 

- atmospheric stability 

- fires 

- volcanic ash  

(2) IR hyper-spectral sounders  
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- atmospheric temperature, humidity 

- wind (through tracking cloud and water vapor features) 

- rapidly evolving mesoscale features 

- sea/land surface temperature 

- cloud amount and top height/temperature 

- atmospheric composition  

(3) Lightning imagers  

- Lightning (in particular cloud to cloud) 

- location of intense convection 

日本の静止気象衛星「ひまわり８・９号」では、「ET-SAT2025」の要求仕様のうち、High-

resolution multi-spectral Vis/IR imagers のみ搭載している。ちなみに２０１６年１０月

に打ち上げ予定の米国 NOAA/NESDIS の次期静止気象衛星（GOES-R シリーズ）では High-

resolution multi-spectral Vis/IR imagers及び Lightning imagersが搭載される。欧州

EUMETSAT の次期静止気象衛星（MTG シリーズ）では、2019 年に High-resolution multi-

spectral Vis/IR imagers 及び Lightning imagers を搭載した MTG-I を打ち上げ、更に IR 

hyper-spectral soundersを搭載した MTG-Sを 2022年に打ち上げる計画がある。中国 CMAの

次期静止気象衛星（FY-4シリーズ）は 2017 年に実験衛星を打ち上げる予定で、順次、High-

resolution multi-spectral Vis/IR imagers、Lightning imagers 及び IR hyper-spectral 

sounders、マイクロ波イメージャを搭載する計画を表明しているが、詳細は不明である。韓

国 KMA の次期静止気象衛星（KOMPSAT-2A）は「ひまわり８・９号」と同じ High-resolution 

multi-spectral Vis/IR imagersを搭載して 2018年に打ち上げられる予定となっている。 

 

4.8.5．次期静止気象衛星「ひまわり１０・１１号」に向けての仕様検討 

衛星調達開始から打ち上げまでには５～６年程度を要することから、日本の次期静止気象

衛星（「ひまわり１０・１１号」）の仕様検討は 2020 年頃までには開始する必要がある。具体

的には、「ET-SAT2025」のガイドラインに沿って現行の「ひまわり８・９号」に搭載されてい

る“高性能イメージャ（High-resolution multi-spectral Vis/IR imagers）” による観測

の継続と併せて、“赤外ハイパースペクトラル・サウンダー（IR hyper-spectral sounders）”

及び“雷検知（Lightning imagers）”の搭載の可能性について検討することになるが、同一

仕様の２機体制による観測を前提とするならば、イメージャと赤外ハイパースペクトラル・

サウンダーの２つの測器を同一衛星バスに搭載することは、衛星バスの大型化が必要となり

現時点では実現が困難なことから、メージャーとハイパースペクトラル・サウンダーを統合

した（“2in1”型）観測測器の開発（調達可能となっていること）が求められる。なお、その

際のサウンダ観測機能としては、イメージャによる１０分間（「ひまわり８・９号」による
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観測頻度を踏襲することを前提として）の観測フレームの中で、晴天域と判別された領域の

うち、大気の不安定領域や数値予報モデルの誤差が大きい領域に対してスポット的に観測す

るような仕様が想定される。雷検知についても、米国 GOES-Rあるいは欧州 MTG に搭載される

ものを更に小型化した上で同一衛星バスに搭載するための検討が必要である。 

なお、ハイパースペクトラル・サウンダー機能の搭載により、観測中の衛星の姿勢変動を

極力小さくする必要があることから、衛星バス自体の姿勢安定精度を現行よりも１桁程度向

上させることが必要である。 

また、“宇宙環境モニター（SEDA）”による観測は、WMOの推進する“宇宙天気”における

利用を前提として「ひまわり１０・１１号」においても継続する必要があるが、その仕様に

ついては、今後、別途、定められる要求仕様に準拠したものの搭載を検討する必要がある。 
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図４．８．１．New generation of geostationary meteorological satellites の計画 
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表４．８．１． Geo-Leo Corresponding VIS-IR Imagery Bands (μm） 
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4.9. 散乱計・測地・重力・GPS 

江淵直人（北海道大）・村上浩（JAXA）・磯口治（RESTEC）・児玉哲哉（JAXA）・福田洋一（京都

大） 

 
4.9.１．散乱計 

4.9.1.1．はじめに 

 マイクロ波散乱計は、海面におけるマイクロ波の風速・風向依存性を利用して、ECV であ

る海上風ベクトル（風速・風向）を計測するセンサである。全球の海面上で高空間分解能、

高時間頻度で観測される海上風データは、気象学・海洋学・気候学などの科学研究利用の

他、気象予報や海上交通などの実利用にも供されてきた。1991 年打ち上げの ERS-1/AMI か

ら複数の散乱計ミッションの観測データで作成されてきた全球海上風ベクトルのデータは、

25 年の長さに及んでいる。最近では、海上風ベクトルだけでなく、植生や土壌水分などの

陸域観測や海氷、氷山、氷河・氷床などの雪氷域観測にも利用が拡がりつつある。 

 

4.9.1.2．現状分析と展望 

 米国では、QuikSCAT/SeaWinds (1999-2009) の成果を受け、Senior Review において現業

化の提言が出たにも関わらず、現時点で散乱計ミッションの現業化は実現していない。後継

の散乱計ミッションとして、2014 年に ISS に RapidScat が搭載され、現在も運用が続いて

いるが、まもなく運用が終了する見込みで、その後の後継ミッションの見通しは立っていな

い。 

 欧州では、現業気象衛星 Metop シリーズに ASCAT 散乱計が搭載され、気象予報を主目的

とした観測が行われており、今後も後継ミッションが継続する見込みである。ただし、

ASCAT は、観測幅が狭いため、時間サンプリングが足りないという欠点を持つ（Liu et 

al., 2003）。 

 インドでは、Oceansat-2 衛星に搭載した散乱計ミッション (2009-2014) が成功し、その

後継機として、ScatSat を計画している。米欧の研究機関の協力によって全球観測が実現

し、また観測データの質も著しい向上を見せている。Oceansat-2 散乱計ミッションの後半

には、現業気象予報用の準リアルタイムデータ配信も行われた。 

中国では、HY シリーズに散乱計が搭載される。しかしながら、現在運用中の HY-2Aのデー

タは一般研究者には入手が難しい。欧州の研究機関との協力関係はあるようだが、今後もデ

ータの公開やその質には疑問が残る。 

 日本では、ADEOS、 ADEOS-2 に NASA の散乱計 (NSCAT、 SeaWinds) を搭載した経験があ

るが、独自開発・運用の実績はない。 
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4.9.1.3．想定されるシナリオ 

 散乱計に関しては、日本での開発・運用の実績はなく、これから独自開発に着手するのは

現実的ではないと思われる。しかしながら、ADEOS-2 の成果などから、マイクロ波放射計と

の同時搭載の研究利用・実利用の両面での意義は極めて高いことが示されている（Ebuchi 

and Liu, 2005）。現実的な方向性としては、米欧やインドなどとの国際協力により散乱計セ

ンサ提供を受け、AMSR シリーズの後継機との同時搭載を目指すことが考えられる。 

References 

Liu, W.T., 2003: Scientific Opportunity Provided by SeaWinds in Tandem. JPL 

Publications 03-12, Jet Propulsion Laboratory, Pasadena, 38 pp. 

http://airsea.jpl.nasa.gov/publication/paper/Liu-etal-2003-tandem.pdf. 

Ebuchi, N. and W.T. Liu (eds), 2005: Synergism of SeaWinds and AMSR. 33pp, 

http://airsea.jpl.nasa.gov/publication/paper/SeaWinds-AMSR-synergism-s.pdf. 

 

4.9.2．高度計 

4.9.2.1．はじめに 

 海面高度計は衛星からマイクロ波を海面に発射し、その反射強度と時間を計測することに

より、衛星と海面との間の距離や海面形状の情報を得るセンサである。衛星-海面間距離か

らジオイド高や風波・潮汐等を除くことで海面力学高度が得られる。海面力学高度からは海

洋力学モデルを通じて海流の情報が得られるため、海況監視、漁場探査、航路選択等の研究

や現業に広く用いられている。また海面高度自体の変化はエルニーニョ等の広域の大気海洋

場の変動や地球温暖化に伴う海面水位上昇の面的分布の把握にも用いられている。 

 また、正確な地表面高度の計測を通じて、沿岸や陸水、災害監視や、海底地形や重力場の

観測などへの利用拡大が始まっている。 

 

4.9.2.2．現状分析と展望 

 現在の海面高度計の計画には直下型タイプと干渉型タイプがある。直下型タイプの計画

は、計測精度の向上と SAR による高解像度化を目指したもので Cryosat-2（EU）、Sentinel-

3（EU）、Jason-CS (Sentinel-6)（EU/USA）などがある。直下型タイプは欧米を中心に複数

センサが運用中で、昨今は SARAL（CNES/ISRO（インド））や HY–2（CNSA（中国）/CNES）も

打ち上げ・運用を行っている。直下型タイプは観測原理上その観測範囲（走査幅）が限られ

るため、高精度の相互校正をした複数ミッション（今後 3-4 機）で観測網（時間・空間）

を分担しており、複数機あればそれだけ時空間分解能を上げることができる。 

 干渉型タイプの計画は、新技術である 2 次元高解像度観測を行うもので SWOT

（US/FR/CA/UK）、COMPIRA（日本）が挙げられる。直下以外のある程度の観測幅を持つこと

http://airsea.jpl.nasa.gov/publication/paper/SeaWinds-AMSR-synergism-s.pdf
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ができるため大幅に時間空間解像度を向上させることができ、より高い時空間分解能を必要

とする漁業や沿岸海況監視等に利用が広がることが期待できる。ただし、この干渉型タイプ

を十分に活用するためには、高解像度の潮汐やジオイドなどの補正情報や、非地衡流を表現

できる力学モデルの開発等の利用技術の向上が必要である。 

 

4.9.2.3．想定されるシナリオ 

 欧州や米国で開発運用されている直下型タイプを日本でゼロから開発するのは優位性が持

てないため、これまで JERS-1 や ALOS-1/2 等で培ってきた日本のレーダ衛星技術を活用し

た干渉型タイプ高度計（COMPIRA/ SHIOSAI）を開発するべきである。やや先行して開発が始

まっている米国 SWOT ミッションと利用技術の開発や観測範囲について連携して進めること

が効果的である。 

 海面高度計は数値モデルを介した利用で最も大きな力を発揮するため、衛星ミッション単

体ではなく、日本が運用中のアルゴブイや船舶観測と共に海洋数値モデルで統合的に活用す

るといった海洋統合観測システムとして構築するのが望ましい。この統合観測システムによ

り、海洋国家として世界をリードする衛星・現場海洋データとその利用技術を保持すること

が可能となる。 

References 
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Jason-CS：Jason Continuity of Service 

 

4.9.3．重力・測地 

4.9.3.1．はじめに 

 衛星による地球重力場の測定が実現したのは、21 世紀に入ってからのことである。この

内、米・独の GRACE と ESA の GOCE は重力場測定に特化されたミッションで、特に、GRACE

は、重力場の時間的変化を測定することで、これまで全く不可能であった陸水貯留量や氷床

質量変動のモニターを可能とし、全球的な水質量収支に関する拘束条件から、海水質量増加

の直接的な証拠を与えた。さらに、スマトラ、チリ、東北沖地震などでは、海域を含む広域

の重力変化を検出し、地震発生機構に関する全く新しい知見を提供した。この他、GRACE の

利用研究は、基礎科学から応用分野まで多岐に及び、過去、最も成功した地球観測ミッショ
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ンの一つと言われている。 

 一方、GOCE は、短波長の静的な重力場データを与えることで、波長 100km で 1cm 精度の

ジオイドを得ており、海面高度計データとの組合せで、絶対値として高精度な力学的海面高

度を与えることに成功した。また、高精度ジオイドは、全球的な高さ基準の統一に不可欠な

ものであり、地球基準座標系(ITRF)の維持と共に、地球観測基盤として重要である。 

 これらの成功をみると、衛星重力ミッションは、今後の地球観測に欠かせない重要な位置

を占めることは確実であり、我が国として、中・長期的にどのように関わっていくかを真剣

に検討する必要がある。 

 

4.9.3.2．現状分析と展望 

 衛星による重力場の測定方法は、基本的には H-L SST (High-Low Satellite to 

Satellite Tracking)と呼ばれる GNSS による衛星軌道の高精度追跡と、GOCE のような衛星

搭載の重力勾配計（Gradiometer)による測定、あるいは、GRACE のような L-L SST (Low-

Low Satellite to Satellite Tracking)と呼ばれる衛星間の精密距離測定との組み合わせに

より実現される。ところで、L-L SST は、衛星間測距による１成分の重力勾配計と見なすこ

とができるので、衛星による重力場測定は、基本的には長波長重力場測定のための衛星軌道

追跡と短波長重力場測定のための重力勾配計との組み合わせとも考えられる。さらに、地球

重力場以外の加速度成分を測定するための加速度計、また、これらのデータを組み合わせた

重力場データ抽出のための精密軌道追跡を含む解析技術も重要な要素技術である。 

 現在稼働中の重力ミッションは双子衛星 GRACE のみで、GRACE では L-L SST にマイクロ

波測距および電磁式加速度計が用いられている。2002 年に打ち上げられた GRACE は、設計

寿命はすでに過ぎており、何時停止してもおかしくない状況から、現在、2017 年中の打ち

上げを目途に、後続ミッション（GRACE-FO)の準備が進められている。GRACE-FO では、

GRACE による観測の継続性を最優先に、ほぼ、GRACE と同様の仕様が踏襲されるが、注目す

べきはレーザー干渉計による L-L SST の実証実験装置(Laser Ranging Interferometer)が

搭載されることである。GRACE-FO の後、2020 年代には実現するであろうレーザー干渉計を

用いた衛星重力ミッション（仮に GRACE-Ⅱと呼ぶ）では、GRACE の 2～3 桁の精度向上が期

待されている。GRACE-Ⅱは、大気の運動による質量変化を捉えるのに十分な感度を有する

が、単一ミッションでは時間・空間分解能の限界が障壁となる。このため、時間・空間分解

能の向上を目指し、さまざまなフォーメーション・フライトや複数衛星ミッションのシミュ

レーション研究が行われている。 

 重力場計測での最近の話題は、原子干渉計(Cold Atom Interferometry) で、地上では、

原子干渉絶対重力計が既に実用の段階に入っており、今後 10～20 年には絶対重力計の主流

になるものと期待されている。衛星搭載型の原子干渉重力偏差計についても、すでに幾つか
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のプロポーザルがあるが、原子干渉計の最大の利点は、加速度の絶対値が測定されること

で、直流（DC）成分まで全く精度の劣化がない、すなわち発散しない加速度計が実現される

ことである。将来的には、レーザー干渉計とこれらの技術を組み合わせたフォーメーショ

ン・フライトや複数の小型衛星ミッションにより、時間分解能・数日、空間分解能・2～300 

㎞程度での大気・海洋変動現象のモニタリングが可能になると期待される。 

 

4.9.3.3．想定されるシナリオ 

 2020～2040 年のタイムスパンで考えると、重力ミッションの要素技術は、マイクロ波測

距、電磁加速度計から、レーザー干渉技術、原子干渉計へと移っていくものと予想される。

さらに、衛星の小型化や国際協力による複数衛星ミッションの連携が重要である。我が国で

は、月重力場測定の経験はあるものの、地球での重力ミッションの経験が無いことから、す

べて独自のミッション開発を実施することは必ずしも得策ではない。一方、重力場測定で必

要とされるレーザー干渉技術は、LISA や DECIGO など、宇宙重力波望遠鏡で必要とされる

レーザー干渉技術と共通するもので、また、光衛星間通信も重要な要素技術であるが、これ

らについては優れた技術を有している。さらに原子干渉計についても、基礎的な研究が実施

されている。我が国では、これらの要素技術を利用し、国際協力のもと、地球観測への応用

を探ることが効果的と思われる。 

 重力場に限らず地球衛星観測データの高度利用にとっては、解析技術や数値モデリングと

ともに、その根幹となる高精度な地球基準座標系の維持も重要である。1986 年に打上げら

れた「あじさい」は、今なお世界の測距局から追尾観測が続けられており、もっとも測距デ

ータの多い衛星の 1 つである。しかし、地球基準座標系の高精度維持には、既存の測地衛

星とは軌道高度が異なり、かつ高精度な測距観測が可能な測地衛星を多数投入することが望

まれている。地球衛星観測で、地球基準座標系の恩恵を多く受けている我が国では、新たな

測地衛星の投入を含め、地球基準座標系への国際貢献も重要な課題の一つである。 
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4.9.4. GPS 

重要な科学的課題と⇒地球科学最後の聖杯である地震予知 1,2,3,4,5)
。そのためには先行現象の
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徹底的検証が必要不可欠 6)・国際的に地上－衛星連携観測が主流となっている 7)  

 

• 我が国が実施した地震フロンティア研究により国際的に研究進展、IUGGに EMSEV設立 8) 

•  CNES の地震電磁気観測衛星：DEMETER による統計的な先行現象の報告 9)・中国は中国地震

局主導でイタリアと協力し地震電磁気観測衛星群を構築予定 10) 

•  我が国の（予知という言葉が消えた）地震予知研究計画にも大学連携で電磁気的観測が進

展中 11,12) 

•  地震電離圏先行現象が立証されればプレートテクトニクスの出現に匹敵する地球科学上

の大発見につながる 13)  

図４．９．１ 衛星リモートセンシングの可能性と S-NETへの期待（中須賀, 2014） 

 

日本の強みを活かした⇒国際的に評価された電離圏研究者・電離圏計測技術&GPS 掩蔽観測

×内閣府最先端研究開発支援プログラムで生まれた超小型衛星の機運 14)  

  GNSS掩蔽観測：我が国が獲得すべき小型・安価・高精度な地球観測計測技術 15)・既に

気象予測精度の改善に実利用されており 16)、各種コミュニティが要望 17,18,19, 20) 

  電離圏計測技術：国際標準電離層 WGからも要望される高精度プローブ 21) 

  宇宙環境計測：衛星開発の基礎データ。ALOS-2以降 TEDAが搭載されなくなりデータの

継続性が危ぶまれる。近年は安全保障（SSA）という観点も 22) 

  GNSS海面反射による海洋研究 23)・NASAはハリケーン進路予測に CYGNSSという GPS海

面反射観測小型衛星群を今年打上げ 24)  
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図４．９．２ 信頼できる地震先行現象の検証⇔大気圏－電離圏変動の総合理解 

＝まさに Earth System Science 

 

有効な我が国の衛星計画⇒小型・超小型で多様なミッションを実現し、 

ロケット・宇宙科学・地球観測・相乗り衛星の全分野で良い循環 

 

  10 年に１度の数百億衛星より１年に１度の数十億規模の衛星 25,26) 

  宇宙政策が安全保障・産業振興にシフトしていく現状では、小型・超小型が論理的

解 27,28) 

  IGS10機体制により人材は更に偏在（もとにもどすには絵に描いた餅を作るしくみ

が必要）29,30) 

 

もしそんなしくみができるなら 

ミッションを背負った・提案コミュニティ間の相互評価による・オープンなミッション選定

を実施 31,32,33,34,35,36,37)  
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図４．９．３ 散乱計・測地・重力・GPS ミッションのロードマップ 

  

現在運用中 2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

マイクロ波散乱計
MetOp-A　ASCAT（欧、2006)
MetOp-B　ASCAT（欧、2012)
RapidScat（米、2014)

CYGNSS（米）

MetOp-C　ASCAT（欧）
MetOpSG-B1 SCA(欧)

MetOpSG-B2 SCA(欧)
MetOpSG-B3 SCA(欧)

ScatSat（印）
AMSR後継機と米・印の散乱計の同時搭載？

HY-2A SCAT （中、2011）
HY-2B SCAT（中）

HY-2C SCAT（中）
HY-2D SCAT（中）

CFOSAT SCAT（中／仏）

マイクロ波高度計
直下型 JASON-2　（米/欧、2008)

JASON-3(米/欧)
JASON-CS-A/Sentinel-6-A(米/欧)

JASON-CS-B（米/欧)

CRYOSAT-2 （欧, 2010）
SARAL AltiKa （印／欧、2013）

Sentinel-3A SRAL(欧)
Sentinel-3B(欧)

Sentinel-3C(欧)
Sentinel-3D(欧)

HY-2A SCAT （中、2011）
HY-2B SCAT（中）

HY-2C SCAT（中）

干渉型 SWOT(米)
COMPIRA

重力
GRACE (米／独、2002)

GRACE-FO（米／独）
GRACE-II（米／独）

GPS
CYGNSS（米）

Formosat-3(米／台、2006)
Formosat-7（米／台）

GAIA-I（千葉大）
ELMOS小型衛星群

Seismoprognoz（露、2013）

TechDemoSat-1(英、2014）
GEROS-ISS（欧）

CSES-1(中)
CSES-2, 3(中)

CSES-4, 5(中)

APSCO Electromagnetic Satellite

日本、継続
日本、新規
海外、継続
海外、新規
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